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                午後３時04分開会 

◎高橋（秀）（総合司会・国際協力ＮＧＯセンター） それでは、ＮＧＯ・外務省定期協

議会第２回連携推進委員会を始めたいと思います。 

 まず、本日はＮＧＯ側が司会をすることになっておりますので、私、ＪＡＮＩＣの高橋

が司会を務めさせていただきます。 

 開会の挨拶をいただく前に、手短にお名前と所属の紹介をしていただきたいと思います。

五月女大使からお願いします。 

○五月女（外務省参与・ＮＧＯ担当大使） 皆様、こんにちは。本日は、ようこそおいで

いただきましてありがとうございました。私は、外務省参与でＮＧＯ担当大使を務めてお

ります五月女です。後ほどご挨拶申し上げます。 

○寒川（民間援助連携室） 民間援助連携室長の寒川です。よろしくお願いします。 

○鈴鹿（民間援助連携室） 民間援助連携室の鈴鹿です。よろしくお願いいたします。 

○高根（民間援助連携室） 同じく民間援助連携室、高根と申します。よろしくお願いし

ます。 

○石原（民間援助連携室） 同じく石原と申します。よろしくお願いします。 

●柳澤（日本モンゴル親善協会） 日本モンゴル親善協会の柳澤と申します。 

●並木（日本モンゴル親善協会） 同じく並木と申します。 

●大内（トランス・ペアレンシー・ジャパン） ＮＰＯ法人のトランス・ペアレンシー・

インターナショナル・ジャパン、大内と申します。よろしくお願いいたします。 

●七條（ＪＨＰ・学校をつくる会） ＪＨＰ・学校をつくる会、七條と申します。よろし

くお願いいたします。 

●金谷（セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン） セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンの金

谷と申します。よろしくお願いします。 

●下澤（国際協力ＮＧＯセンター） 国際協力ＮＧＯセンターの下澤です。よろしくお願

いします。 

●青木（石井連携推進委員代理・シェア=国際保健協力市民の会） シェア=国際保健協力

市民の会の青木と申します。石井委員の代理で参加させていただきます。よろしくお願い

します。 

●藤野（関西ＮＧＯ協議会） 関西ＮＧＯ協議会、藤野です。よろしくお願いします。 

●大橋（国際協力ＮＧＯセンター） 国際協力ＮＧＯセンター（ＪＡＮＩＣ）の大橋です。
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よろしくお願いいたします。 

●野田（名古屋ＮＧＯセンター） こんにちは。名古屋ＮＧＯセンターの野田です。よろ

しくお願いいたします。 

◎高橋（秀） ＪＡＮＩＣの高橋です。よろしくお願いいたします。 

●米山（農業・農村開発ＮＧＯ協議会） 農業・農村開発ＮＧＯ協議会の米山です。よろ

しくお願いいたします。 

●高松（ジャパン・プラットフォーム） ジャパン・プラットフォームの高松です。よろ

しくお願いします。 

●佐藤（農業・農村開発ＮＧＯ協議会） 農業・農村開発ＮＧＯ協議会の佐藤と申します。

よろしくお願いします。 

●筒井（シャプラニール市民による海外協力の会） シャプラニール市民による海外協力

の会の筒井と申します。よろしくお願いいたします。 

●田所（カリタス・ジャパン） カリタス・ジャパンの田所です。よろしくお願いします。 

●坂（ワールド・ビジョン・ジャパン） ワールド・ビジョン・ジャパンの坂と申します。

よろしくお願いいたします。 

●堀江（難民を助ける会） 難民を助ける会の堀江と申します。よろしくお願いします。 

●柚山（ジョイセフ） ジョイセフ及びＧＩ懇談会事務局の柚山と申します。よろしくお

願いします。 

●勝部（ジャパン・プラットフォーム） ジャパン・プラットフォームの勝部と申します。

よろしくお願いいたします。 

○藤本（評価室） 外務省評価室の藤本と申します。よろしくお願いします。 

○紀谷（国際平和協力室） 国際平和協力室の紀谷と申します。よろしくお願いします。 

◎高橋（秀） 後ろのほうに座られている外務省の方々、お願いします。 

○田付（民間援助連携室） 外務省民間援助連携室の田付と申します。よろしくお願いし

ます。 

○廣田（民間援助連携室） 同じく民間援助連携室の廣田と申します。よろしくお願いい

たします。 

○堀内（総合計画課） 外務省総合計画課の堀内と申します。よろしくお願いいたします。 

○坪田（民間援助連携室） 外務省民間援助連携室の坪田と申します。よろしくお願いい

たします。 
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●宮下（国際協力ＮＧＯセンター） ＪＡＮＩＣ事務局の宮下です。よろしくお願いしま

す。 

●太田（国際協力ＮＧＯセンター） 同じくＪＡＮＩＣ事務局の太田と申します。よろし

くお願いします。 

◎高橋（秀） どうもありがとうございました。 

 それでは、開会のご挨拶を五月女大使からお願いしたいと思います。よろしくどうぞお

願いします。 

●五月女 皆様、こんにちは。私は、この会を非常に楽しみにしております。日ごろはな

かなかお目にかかれない方々と久しぶりにお目にかかれていろいろとお話が聞けて、大変

に楽しみにしております。 

 私事ですけれども、実は、今月11月で、ＮＧＯ担当大使を拝命してからちょうど５年に

なりました。その前に私は、アフリカのザンビア大使、マラウイ大使を終わって日本に帰

ってＮＧＯ担当大使を命じられまして、早いものでもう５年です。皆様に非常にご協力い

ただきましてこれまでやってこられたことを感謝申し上げます。それだけ、プライベート

なことですが、ちょっと申し上げます。 

 実は、今年ももうすぐ終わってしまうわけですけれども、来年の2008年はいろいろなこ

とが起こる年であります。皆様ご承知のように、来年はうるう年でありまして、うるう年

というのはいろいろなことがあります。まず、アメリカ大統領選挙は必ずうるう年に行わ

れるということで、世界で一番強い国のリーダーが交代するか再任するかという大きな影

響を持つ年です。さらに、オリンピックが行われる年でありまして、北京オリンピックは

環境問題もいろいろ取り沙汰されているようなこともあり、注目される年であります。 

 また、ほかにはＧ８サミットが北海道で行われることと、その２カ月前にTICAD Ⅳが横

浜で行われるということで、来年は、環境問題、地球温暖化問題、あるいは世界の政治が

変わるかもしれないといったようないろいろなことが起こる年ですので、我々もいろいろ

と真剣にそれに取り組んでいかなくてはならないと思っております。 

 実は、先日、ゴア前アメリカ副大統領がノーベル平和賞をお受けになりました。世界中

に地球温暖化の危機を説いて回って大変高い評価を得たわけですけれども、ご承知のよう

に、今から７年前の2000年の11月のアメリカ大統領選挙におきまして、ゴア民主党候補は

53万7,000票の差をもってブッシュ候補に勝利したにもかかわらず、アメリカの選挙制度

に基づき、各選挙人数において４票負けて大統領の座に着くことができませんでした。こ

 - 3 -



れがその後どのようになったかということは何とも申し上げられませんけれども、世界の

政治が変わってしまったかもしれない、あるいは、いろいろと違った経緯をたどったかも

しれないというくらいに、アメリカの大統領選挙の結果は世界に大きな影響を及ぼすので

はないかと思われております。 

 「もし」ということを歴史上言うことができれば、ひょっとしたら、京都議定書に早々

とアメリカは参加してくれたかもしれないとか、イラク戦争その他のこともいろいろあり

ますけれども、いずれにしても、来年は、そういったこともありまして、世界が動く年に

なるかもしれないということがあります。 

 来年は、ご承知のようにTICAD Ⅳがありまして、アフリカに関係するＮＧＯの方々も取

組みを進めていらっしゃることと思いますし、また、Ｇ８に向けても、ＮＧＯの方々、政

府双方でも、それに向けての準備をするということが行われます。 

 ご承知のように、残念ながら日本のＯＤＡは年々減少しております。何とか増やしたい

という努力を外務省として、しておりますけれども、それがなかなか達成できない。ＯＤ

Ａ自体が下がっている比率以上にアフリカに対する支援も減っているということは、残念

なことであります。 

 そんな中、減ってしまったＯＤＡをいかに効率的に使っていくかということが我々に求

められていることではないかと思います。ご承知のように、ＯＤＡは、世界一であったも

のがだんだん下がりまして世界第２位。近々、第５位になってしまうかもしれないと言わ

れる中で、我々は、小さくなったＯＤＡをいかに効率的に使っていくかということを考え

なければなりません。日本のＯＤＡは世界１位とか２位とか言っていましたけれども、実

は、１人当たりのＯＤＡ負担額としては界の先進国22のうちの18位であって、決して日本

は高くない。一番高いルクセンブルグに比べると１人当たりの負担は８分の１です。そし

て、北欧諸国と比べても５分の１か６分の１であるということで、日本は思っているほど

には途上国に対して支援をやっていないのではないかと考えます。 

 日本人の思い込みをＯＤＡのことで申し上げましたけれども、例えば今、患者さんのた

らい回しということで問題になっている件があります。日本のお医者さんの数は先進国で

最低で、日本は人口1,000人当たり２人しかお医者さんがいない。ＥＵ諸国は1,000人当た

り４名いるわけですから、ＥＵ諸国は日本の２倍のお医者さんがいるということで、日本

人はこういったことに気づかないといけない、思ったほどではないということに気づかな

ければいけないのではないかと思います。 
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 また、男女格差にしても、格差のない社会は北欧諸国が上のほうを占めておりまして、

日本は格差があるほうに入っていて79位です。こういったこともいろいろ考えると、日本

という国は、決して弱者に対してやさしいとは言えない状態になってきているのではない

か。途上国に対して、あるいは、患者さんとか女性、身体障害者その他に対しても、決し

て日本人が思っているほどではないということを考えなければならないのは極めて残念な

ことだと思います。 

 しかし、このように小さくなっていくＯＤＡを我々は増やす努力をしておりますけれど

も、同時に、これを効果的に使わなければならないことを感じます。私は、戦後、日本が

国際社会から受けた援助を、当時の日本人は、効果的、効率的、透明性という３つのモッ

トーによって援助を受けたわけですけれども、この効率的、効果的、透明性を持ってとい

うのは、援助をする側にとっても、援助を受ける側にとっても非常に大事なことであると

思っております。 

 私は、日本が行う国際貢献は、やはりオールジャパンとして、ＮＧＯの方々と政府が一

緒になって連携し合って、協力し合って、そして透明性を持って実施することが必要であ

って、そこによって協働して誕生するプログラムをより良くそれを遂行していくことがこ

れからも期待されることではないかと思います。 

 そんなこともありまして、きょうは非常に大事な日ですし、より建設的な議論が行われ

ることを期待しております。２時間少々ですけれども、ぜひ皆様の活発なご意見を期待い

たします。どうぞよろしくお願いいたします。 

◎高橋（秀） どうもありがとうございました。毎回、五月女大使からは大変示唆に富む

お話を承っておりまして、今回もどうもありがとうございます。 

 それでは、「報告事項」から入りたいと思います。 

 本日は、報告事項が全部で８つ、協議事項が１つあります。したがいまして、時間で割

ると１項目について約10分という計算になりますが、できるだけ効率よく進めさせていた

だきたいと思います。 

 それでは、報告事項の１「平和構築分野の人材育成におけるＮＧＯとの連携」、よろし

くお願いいたします。 

○紀谷 改めまして、国際平和協力室の紀谷と申します。ＮＧＯとの連携を平和構築分野

の人材育成でも進めたいということで、今回ご報告させていただきます。この場あるいは

今後、ぜひフィードバックをいただければと思っております。 
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 この件については、別途、全体会合の場でそれまでの進捗についてご報告したことがあ

りますが、その後、若干の進展がありました。お手元に、４ページの横長の資料をお配り

しております。この事業は、９月15日に国内研修が広島で始まり、２ページ目に写真つき

で説明してあるように、日本人15名、アジア人14名が広島で寝食をともにして研修を行い

ました。 

 その結果、その次のページにありますように、１つは、関係団体機関や国際ＮＧＯとの

共同修了証も出しています。さらにその次のページにありますように、海外実務研修に昨

日から順次研修員が出発しています。 

 以上が、今年度の取組みの直接状況です。次に、特に今後連携が可能ではないか、むし

ろご相談したいという点が３点あります。 

 １点目は、アドボカシー（提唱活動）・広報におけるＮＧＯとの連携です。人材育成を

起点に、平和構築の重要性、人的貢献を行うことについての重要性を、より広く国民に分

かってもらい、多くの人に参加してもらうということが一つの大きな要素になると思いま

す。そこでは、まさにＮＧＯの方々が興味を持っているところだと感じております。政府

としてこの事業を実施しますが、ぜひ、さまざまな方策でこの平和構築の重要性について

訴える様々な取組を政府とＮＧＯが協働して行っていければと思っております。 

 具体的には、次の大きなイベントとして、海外に出た研修員が戻ってくる来年３月に、

締めくくりとしてのシンポジウムを開催予定です。そこでは、日本ならでは、アジアなら

ではの国際的に付加価値のある内容を英語で発信すると同時に、幅広い国民に向けて平和

構築の重要性に関するメッセージを、TICAD、Ｇ８サミットが開催され、さらには我が国

が国連平和構築委員会議長国を引き続きつとめている来年に力強く発信できればと思って

おります。そのような場で、グローバルフェスタまでの規模にはならないかもしれません

が、会場として予定しているＵＮハウスで、アウトリーチイベントやブース等々も含めて、

ＮＧＯの方々とどのように協力できるか検討を始めたところであります。ぜひお知恵をい

ただきながら、それを現実のものとしていきたいと思っております。 

 ２点目は研修面での連携です。これは２つありまして、１つは研修員の派遣。初年度は

いろいろと組織的な連携の可能性を模索しましたが、研修員は個々人の研修申請だけにと

どまりました。もし、ＮＧＯの方々、あるいは、ＮＧＯネットワークとしての研修員の派

遣が組織と連携してできれば、ＮＧＯの人材育成にとっても非常に有益ではないかと思っ

ております。今後も考えています。来年度については、今、財務折衝中ですが、基本的に
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は同じ規模で行いたいと思います。パイロット（試験的運用）２年目ということで、２年

目はよりうまくできれば良いと考えております。 

 研修面での連携の第２は、研修カリキュラムにおけるＮＧＯの方との協力です。実際、

今年は日本のＮＧＯの方２つ、具体的には、ＪＭＡＳとＪＣＣＰに、アジア人の研修員を

受け入れていただいています。場所はいずれもカンボジアです。もし、皆様の中で、平和

構築分野での活動で、日本人あるいはアジア人にぜひ伝えて連携してネットワークを広げ

たいというお考えのところがありましたらお教え下さい。今年度はある程度幅広く声をか

けながら、手を挙げたところにお願いしましたが、来年度もそういう可能性についてご検

討いただければと思っております。 

 第３の連携の可能性は、就職支援における可能性です。ＯＤＡの額が増えて、その機会

が皆さんにとって増えることが一番だと思いますので、それはぜひご支援いただきたいと

思いますが、ＪＩＣＡなどの既存のパートナーや、情報の共有・支援を中心としたものに

加えて、平和構築分野にある程度絞った形で、政府・実施機関・国際機関・ＮＧＯ・研究

機関等、あるいは場合によっては企業も含めた、平和構築分野でのクリアリングハウス

（情報共有、交換の仕組み）なおかつ具体的な就職のためのさまざまな便宜を図るような

仕組みを、今後立ち上げでいわば望ましいと思っております。その中には、当然、ＮＧＯ

の中での活躍も含まれると思いますので、具体化しながら、どういう形でキャリア面での

連携ができるかということをご相談したいと思っております。 

 以上３点を中心に、ぜひ、今年度はパイロット初年度ということで、今後、具体的にご

相談をしたいと思っております。私に連絡を下さればいつでも時間をとってご相談したい

と思いますので、個別ＮＧＯの方でも、ネットワークの方でも、お話をいただければ、ぜ

ひご相談したいと思っています。 

 以上です。 

◎高橋（秀） どうもありがとうございました。 

 この「平和構築分野の人材育成」に関して、内容等について何かありますか。 

                 （発言なし） 

◎高橋（秀） それでは、特にないようですので次に移りたいと思います。 

 ２番目として、「ＮＧＯ／外務省合同評価について」、お願いいたします。 

●野田 簡単に説明をさせていただきます。名古屋ＮＧＯセンターの野田です。 

  皆様ご存じのとおり、ＮＧＯと外務省で合同評価をさせていただいておりました。本年度
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は実施せずということでしたが、1997年に始まって、2006年まで、足掛け10年になろうかと思

います。そこの中で、さまざまな形の評価をしました。例えば、フィリピンの教育セクター等

国別のセクター評価、近年であれば、日本ＮＧＯ支援無償等のスキームの評価があります。私

も合同評価には参加させていただいたのですが、ＮＧＯとしても学ぶところも非常に多かった

ですし、また、外務省と、こういう会議室での協議だけではなくて一緒に現場で評価をさせて

いただくことを通じて学びあい、より一層相互理解も深まったのではないかと考えております。

大変お世話になりまして、ありがとうございました。 

 そこで、お伺いしたいのは、先ほどの大使のご発言にもありましたとおり、評価は、援助の

効果や効率性を高めたり、透明性を確保したりする上で大事なものだと認識しているわけです

けれども、どうもこれまで行ってきた合同評価の分析の結果や提言が具体的にどのようにわが

国の国際協力に活かされているかが、私どもＮＧＯにとってはわかりにくいということです。

何しろ10年にも及ぶ合同評価ですから、今日この場で一つずつの評価についてご説明いただく

というわけにはいかないと思いますけれども、全体としてどういった形で生かされているのか、

ないしは、これから生かしていただけるのかをお話を伺えればと思い、提案させていただきま

した。 

 以上です。 

◎高橋（秀） どうもありがとうございます。 

 この点に関して、外務省から何かありますか。 

○藤本 外務省評価室の藤本と申します。本来であれば、きょうは上席専門官が出席する

はずだったのですが、出張中でありまして、私が代理で発言させていただきますことをお

許しください。 

 ＮＧＯとの合同評価は、当省としても有意義だと考えておりまして、前向きに実施した

いと思っております。ただ、今、評価室全体の予算が毎年削減傾向にありまして、来年度

については、今、予算の査定の作業が終わらないと、できるかどうかは何とも言えない状

況ですが、できるだけ前向きに実施していきたいと考えております。 

 それから、国別援助計画をつくるときにＮＧＯからも意見を聞く場を設けておりますの

で、そのような場にも利用していただいて意見を出していただければと思います。 

 それから、去年は、ＮＧＯとの合同評価で、セクター別合同評価ということでタイの保

健分野の合同評価を、国際協力ＮＧＯセンター（ＪＡＮＩＣ）と、名古屋ＮＧＯセンター

の方に参加していただいて実施いたしました。その結果については、今後の国別評価のと

きに、反映させていただきたいと思っております。 

 同じように、これまでに行いました合同評価についても、国別評価や重点課題別評価を

当省で行う際に生かしていきたいと考えております。 
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 また、これまで実施した評価はすべて、ＮＧＯとの合同評価を含めてホームページに掲

載しております。報告書は和文と英文をつくっているのですが、関係各課や在外公館にも

配布しております。 

 あと、これは合同評価ではないのですけれども、当省が第三者評価を依頼しているＯＤ

Ａ評価有識者会議がありまして、そこには必ずＮＧＯの代表者に参加いただいております。

このＮＧＯの代表者が毎年１件程度、国別評価もしくは重点課題別評価を実施し、ＮＧＯ

の視点を反映させていただいております。 

 以上です。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 この点について何かありますか。 

●野田 確認させていただきます。 

 最初に、外務省としては、ＮＧＯと合同評価をすること自体を有意義と考えていらっし

ゃるということで、改めて御礼を申し上げます。先ほど申し上げましたように、私どもも

外務省と同様、合同評価は大変意味のあることと考えております。予算が大変ということ

はよく存じ上げておりますが、ＮＧＯとしては、別の機会にも申し上げておりますとおり、

評価だけではなくてＯＤＡ予算全体が増えることを祈っておりますし、また、そのように

働きかけもしておりますので、より質の高い国際協力への関心が高まる中で合同評価も再

開されるとよろしいのではないかと希望しております。 

 ２番目に、今後、国別評価ないしは重点課題別評価等で反映をしていただけるというこ

とで了解いたしました。機会を見て、要所要所で合同評価が、国別評価や重点課題別評価、

そしてわが国国際協力の国別計画や重点課題といった政策にどのように反映をさせていた

だけたかについて、こういった場で賜れれば幸いかと思います。よろしくお願い申し上げ

ます。 

 以上です。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 ほかにありますか。 

 それでは、３番目に移ります。「2008年Ｇ８サミットＮＧＯフォーラムについて」、お

願いいたします。 

●大橋 ＪＡＮＩＣの大橋です。このように進んでいるということを、今日来てくださっ

ているＮＧＯの方及び外務省の方、ご存じの方とご存じではない方がいらっしゃいますの

で、簡単にシェアをさせていただくというセッションです。 

 この１月に、ある意味でＪＡＮＩＣが中心的な呼びかけの役割を担って、100団体ぐら

 - 9 -



いのＮＧＯが集まった2008年Ｇ８サミットＮＧＯフォーラム、この９月までで、いわゆる

１期を終えて、新たに２期を、この10月から来年解散するまでという形で発足しました。

皆さんのお手元にこういうパンフレットが行っていると思いますが、これは１期からのパ

ンフレットなので、変わった点は間に挟み込んである紙に書いております。 

 これまでに何ができてきたかというと、１期は、環境ユニット、人権・平和ユニット、

貧困・開発ユニットの３つのユニットで、多分、ここにいらしている方は貧困・開発ユニ

ットの方が一番多いと思いますけれども、この３つのユニットで、基本的にポジションペ

ーパーといいますか、ポリシーペーパーでもいいのですが、私たちは、Ｇ８サミットに向

けて、ＮＧＯとしてはこういう考え方、主要な課題をこう考えているよと。これをぜひ政

策レベルに反映させてくださいということをつくりました。 

 今日はそれはお配りしていません。というのは、まだ３つのユニットから出てきて、厚

いものと薄いもの、特に環境ユニットなどは、今後の12月のバリ会議の結果を得て内容を

変えていきますので、必ずしもまだ全部が同じレベルにそろっているわけではなく、いろ

いろなものがまだ並んでいる状態です。 

 そのどれもが大事ですけれども、外務省や首脳に聞いていただくためにはフォーカスし

ていかなければいけないし、日本政府もフォーカスされている段階だと。これに合わせて

いろいろな紙を変えていく形になるのだろうと。一致して進むのか、違いが出てくるのか、

それは今後のプロセスの段階です。そのポジションペーパーは今日お持ちしていませんが、

このフォーラムのホームページに載っておりますので、ぜひどうぞダウンロードして読ん

でいただきたいと思います。これを今後どのようにしていくかは、今、話し合っている最

中です。 

第２期になる際に、もちろん選挙がありまして、同じような白い追加の紙ですけれども、

役員選挙で、世話人会というものと、各ユニットのリーダーと副リーダーが選出されまし

た。これはほぼ全員同じ人が選ばれておりますし、今後はプロジェクトができてくると考

えています。 

 第２期目のキックオフとして、10月14日に国際シンポジウムで、南アジアの方とかアフ

リカの方などに来ていただいてご意見をいただく形でした。やはり100ぐらいのＮＧＯが

参加しました。 

今度はプロジェクトのところですが、「プロジェクト・チーム」というところを見てい

ただくと、ポジションペーパーは出来上がりました。来年４月、５月に、関西で、過去数

年のＧ８サミットの、定形化してきているのですけれども、Civil Ｇ８が開催されるであ

ろうということになっていまして、これは外務省がある程度資金的な支援をしてくださる

のではないかという予想のもとで話を進めておりますけれども、まだ具体的なことは詰ま

っていません。大雑把に言えば、300とか何百かのお客さんがいて、日本のＮＧＯとか、

海外からも数十のＮＧＯの方がお見えになって、ラウンドテーブルでシェルパの方とお話

 - 10 -



をされると。それを回りで見守って、それで意見交換していくことが行われるであろうと

想定しております。 

 それから、オルタナティブサミットというのは、北海道にもこれを迎える市民フォーラ

ムができていますので、そこと協働でオルタナティブサミットやピースマーチなのか、ど

ういう形になるのかわかりませんけれども、幾つかの行動が予定されております。それも

一部は共催していく。 

 それから、今お願いしているのは、10月25日に国際協力局長さんや審議官とお会いする

ことができましたけれども、シェルパあるいはバイスシェルパの方と定期的な協議をさせ

ていただきたいというお願いをさせていただいておりますし、それがCivil Ｇ８にも一つ

には結節していくと。Civil Ｇ８のときぐらいまでに政策提言を出さないと、あまりそれ

ほどの効果がなくなって、あとはデモンストレーション効果になっていくと考えておりま

す。 

 あと、キャンペーン、その広報、マスコミ対応等、どこまで細かく全体でやるのか、ユ

ニット単位でやるのかということを含めて今検討中ですけれども、主な活動項目はそうい

う形で、来年に向けてマスコミの注目もだんだん高まっていくとおけれども、こういう形

で動いているということで、日本のＮＧＯは100ぐらい、繰り返しますけれども、貧困・

開発だけではなく、異分野のＮＧＯも入って結集した試みであることをご了解いただけれ

ばと思います。 

 以上です。 

 以上です。 

◎高橋（秀） ありがとうございました。 

 この点に関して何かありますか。 

○寒川 特にコメントというほどのものではありませんが、Ｇ８サミットについては、国

際協力局が主管ではないのですが、経済局との間で、今後、意見交換が行われるものと私

どもは想定しております。 

 実は、先般、Ｇ８のサミットとTICAD Ⅳ、これは来年開催されるわけですけれども、そ

れに向けて、特に開発課題、開発分野における意見交換の場を国際協力局幹部とＮＧＯの

方々、特にＧ８サミットフォーラム及びＴＩＣＡＤ市民社会フォーラムが中心となってい

るＴＮネットの方、それから、外務省とＮＧＯとの定期協議の代表者の方を招いて意見交

換をさせていただきました。 

 詳しい内容について話すつもりはありませんが、TICADにしても、Ｇ８にしても、まだ

まだ一般の市民に浸透していない。テレビ等の報道でもそんなに活発に出ているわけでも

ないので、そこは、外務省サイドにしても、あるいは、ＮＧＯからも、ぜひ、広報の面を
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強化していくことが極めて大事であると思っている次第です。 

 Ｇ８サミットにおいては、TICAD Ⅳの結果を踏まえたものも議論されることになるでし

ょうから、そういう意味では、Ｇ８、TICAD Ⅳについても、お互い、ＮＧＯの方々ととも

に広報に努めていきたいと思っている次第です。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 どうぞ。 

●大橋 広報の協力が具体的な形で考えられるならば議論させていただきたいと思います。

必ずしも寒川さんのところではないかもわかりませんが、外務省にご尽力を頂きたいこと

があります。Ｇ８サミットの際、プレスセンターが会場からちょっと離れたところに置か

れると思うのですが、そこへのＮＧＯのアクセスの確保をお願いしたい。要するに、いろ

いろな情報が会場から出てきますので、アドボカシー的な意味で、ＮＧＯとしては情報を

なるべく早く手に入れて、そこに分析を加えてコメントを加えてアピールするというプロ

セスが市民社会のもう一つの大きな役割だと思いますので、そこの実現をしていただける

ことにご協力いただけるとありがたいと思っております。それは追加でお願いいたします。 

◎高橋（秀） それでは、今の点については、そういうことでお願いしたいと思います。 

 ほかにありますか。 

 それでは、次の議題に移りたいと思います。 

 ４番目に「『草の根人間の安全保障支援無償』への日本ＮＧＯの連携推進」について、

報告をお願いいたします。 

○松浦 皆様、こんにちは。無償資金技術協力課の松浦です。 

 この議題につきましては、前回、前々回、ＮＧＯ側からご提案をいただいて、２回ご説

明いただいたということを踏まえて、今回、提案のご趣旨については改めてご説明いただ

かずに、私から我々の考えを説明させていただくということでよろしいですか。 

◎高橋（秀） そうですね。前回ご説明いただきましたので、今日ご報告いただきたい点

は、現時点での進捗状況についてお教えいただければありがたいと思っております。 

○松浦 承りました。 

 前回、前々回ご提案いただきました内容は、私どもの理解が正確でなければ訂正をお願

いしたいのですけれども、私どもがやっております「草の根人間の安全保障無償」のプロ

ジェクトに関連して、そのプロジェクトを具体的に抽出した上で、ＮＧＯと外務省が共同

の事後評価調査団を出す。そして、その報告書をまとめる。そういう案件、そういうこと
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を提案いただいたということですけれども、それは正確ということでよろしいでしょうか。 

●大橋 提案させていただいたのはＪＡＮＩＣの大橋ですが、必ずしも事後評価でなくて

もいいわけで、最終目標としては、現地の市民社会、ＮＧＯにかかわるところに日本のＮ

ＧＯも、かかわっているところはあれですが、何らかの形で関与を深めて、日本のＮＧＯ

も成長していく、現地に対する理解も深まっていく、それがＮＧＯ側も、外務省の側もと

いうことが着地点です。その入り口として私が提案したのは、２つでも３つでもいいけれ

ども、事後評価でもいいけれども、全体のプロセスのレビューでもいいかなと。もちろん、

１件１件のプロジェクトの評価ではなく、どういうところが選ばれて、どういうところが

選ばれなかったかとか、金額が適正かとか、スキームに対するあれでもいいですし、人材

はそれで十分かとか、お金の使い方というような、そういう評価にとどまらず、もちろん

評価であっても構わないけれども、そういうことを入り口にして、今後どのように協働関

係を深めていったらいいかという第一歩にしませんかというのが提案の主旨でした。 

○松浦 わかりました。では、我々のほうで検討させていただきました、現時点での考え

方をご説明させていただきます。 

 若干、読み上げの方でご説明させていただきます。 

 草の根無償資金協力制度をより一層効率的、効果的に利用すべきとの指摘は、これまで

でも会計検査院や国会等からもありますので、そういうものを踏まえつつ、これまで、現

地で国際協力に知見のある日本人あるいは在外公館が契約を行う草の根外部委嘱制度を利

用するなどして、実施体制及びフォローアップ体制、この双方の強化を図ってきたところ

です。 

 草の根無償資金協力制度の、いわゆるスキームの評価につきましては、これまでも既に、

ガーナ、ナイジェリア、ボリビアにおいて第三者評価を実施してきており、その結果、提

言等については一部制度の改善に取り入れるよう努めているところです。今後とも、この

ような取組みについては続けていく所存であり、加えて、会計検査院による実地検査も、

これらの国に加えてほかの各地で行われてきているところです。 

 さて、前回、前々回、この連携推進委員会の場でありました、ＮＧＯと外務省との共同

レビューという具体的な提案につきましては、ＯＤＡ事業、特に無償資金協力事業全体の

評価のあり方及びどの部分を評価するかという重点対象、これらを総合的に勘案した結果、

現時点では、ご提案の共同レビューに対応することは困難であるという結論に達しました。 

 しかし、このことは、ＮＧＯの方々が独自に草の根の無償資金協力制度あるいはプロジ
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ェクトの評価を実施することの意義を否定するものは全くありませんし、そのような評価

が行われた場合、我々としてその結果を真摯に受けとめていく所存であります。 

 以上です。 

◎高橋（秀） この点について何かありますか。 

●大橋 今後も、当然、見込みがないということですか。私は何年かかかって実現するこ

とだと思っているわけですが。１回きりであきらめるつもりは全然ありませんで、やはり

ＯＤＡに対する市民参加の、ＮＧＯとして一番入りやすい入り口だということで、多分、

担当課を超えた政策判断が必要だと私は理解しています。 こういうことであると、もっ

と広がりを見せる可能性が十分あるので、重点項目として、あるいは、予算措置として入

らないことは単年度的にはあり得るだろうと思っていますが、この話は、外務省としては、

もうなしということなのか、少なくとも担当課としてはなしだけれども、もう少し長期的

な検討や多角的な検討を要するというご理解なのか。それによって、私どももここに議題

を上げているのか、もっとほかのレベルのことなのかということが変わっていく。あるい

は、合同評価をさせていだければそっちのほうでの切り込みなのかとか、そこら辺はいか

がでしょうか。 

 もちろん、これはお断りだということでとってしまうことなのか、可能性をもっと探そ

うよということなのかというあたりで、松浦さんの個人的な考え方、あるいは、寒川さん

のサゼスチョンでもいいのかもしれませんけれども、お願いします。 

○松浦 私が思っているところを申し上げさせていただいた上で、外務省としての答えは

室長等にもフォローアップいただいたほうがいいのかもしれません。 

 いただいた具体的なご提案をどういう形で、どの時間枠で処理していくか、そこの仕切

り方だろうと思います。我々はいろいろと幅広い検討をしていかなければいけない中には、

今、まさに大橋様におっしゃっていただきましたように、長い時間枠で考えていくべきも

のもありますし、あるいは、来月何かできないかという形で考えていくべきものもありま

す。今回のご提案は、長い時間枠で考えていく筋合いのものだということで、常に継続検

討ということになるイシューはありますけれども、他方で節目節目、区切り区切りで考え

方を整理していくことも必要かなと思っております。 

 今回のことにつきましては、比較的具体的なご提案をいただいたという前提に立って、

つまり、外務省とＮＧＯとで協働の形で、どこかへ行って評価をするのだという、そうい

う具体的なご提案に対して、現時点で、それを制度として構築し、例えば来年度から何か
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考えましょうという形で対応することは困難であるということをご説明申し上げたつもり

です。 

 ですので、当然のことながら、おっしゃっていただいたように、日本のＮＧＯの市民参

加の重要性はよくわかっており、また、新しいもの、新しい考え方、あるいは、何か新し

い局面を切り開いていくことの重要性を否定するものでは全くありません。 

○寒川 担当を完全に超えておりますので、個人的な見解です。 

 大橋さんが所属するシャプラニールの団体は主にバングラディシュで活動されているこ

とは承知しております。バングラディシュには、ＯＤＡタスクフォースという力強い現地

タスクフォースも存在します。したがいまして、まず現場サイドでそういう可能性がある

かどうかを議論なさることが一番良いのではないかと考えます。 

 仮にＯＤＡタスクフォースより提案が本省になされた場合、本省サイドは、基本的に、

ＯＤＡタスクフォースの考え方を最大限尊重するという立場ですので、そういった意味で、

まず現場サイドからそういう可能性がないのかどうかということで議論されることも一つ

の案かと思います。 

◎高橋（秀） この点について、何かありますか。 

●野田 どうもありがとうございました。確かに「草の根人間安全保障無償」のスキーム

にかんしては近年第三者評価がなされたことは了解しております。 

 先ほど、外務省とＮＧＯとの合同評価についてご質問させていただきまし際に確認しま

したとおり、私どもＮＧＯは、外務省と合同評価をさせていただくことは意味があること

だと考えておりますし、また、大変ありがたいことに、藤本さんからも、一緒に評価をや

ること自体は意義があると賜っております。先ほどの松浦さんのご趣旨ですと、現時点で

の特定の具体的な提案に関してはどうかということだったと思いますが、より長期的とい

いますか、一般論として、特にこういった草の根の市民社会が関わるような国際協力に関

しては、違う見方が出来るのではないでしょうか。外務省さんにも日本のＮＧＯは専門的

知見を有していることはお認めいただけると思いますし、長期的に見てそうした知見をわ

が国の国際協力の向上のために活用することはＮＧＯとして隼かではありません。その際

先ほど寒川さんからサゼスションがありましたように、本省だけでなく現場サイドからＮ

ＧＯの持つ専門的な知見をわが国の国際協力に活用する、という多面的な形で連携させて

いただける可能性があるのではないかと思っております。いかがでしょうか。 

●大橋 ついでにもう一つだけ。私が理解したかったのは、今年度はそうだよと。しかし、

私としては、今までは、どちらかというと、連携というと、外務省にどう助けていただく

かというところ、これは私どもが支援させていただけないかということで、別にこのスキ
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ームに限らなくてもいいわけですけれども、とば口としてはこれが一番いいだろうと思っ

てのことなのです。今後、野田さんなどのお立場もありますけれども、年に１回ぐらい、

こういうことを含めてまたリマインドさせていただくということを続けさせていただきた

いと思います。要するに、短期的には無理だけれども、長期的な検討課題であると理解し

ていいかということを確認させていただきたいということです。追加的に。 

○松浦 連携推進委員会が数カ月に一度開催されるタイミングで皆様と議論をさせていた

だくことを私も非常に楽しみにしているのですけれども、毎回このイシューだとちょっと

きついかなと思いますが、今、大橋様からおっしゃっていただいたように、年に１度リマ

インドいただくことはウェルカムです。 

 と申し上げて、私の個人的なということで申し上げれば、数年たてば、我々は役人なの

で部署も変わりますが、ふと気づいてみたときに、別にこれは、私がここにいる間はだめ

とか何とかいうことではありませんが、数年後にふと気づいてみたときに、そういえばと

思って調べてみたらＮＧＯと外務省の草の根の合同評価のミッションが既に始まっていた

としても、私は驚きません。 

●野田 そのときは松浦さんが課長になっているかもしれませんね。 

◎高橋（秀） どうもありがとうございます。大変含みのあるご説明だったと思います。 

 それでは、今の点についてはよろしいでしょうか。 

 では、同じく４のところで、「ＪＩＣＡ／ＪＢＩＣの統合における無償スキーム」とい

うところで、また１項目あります。この点について引き続きよろしくお願いいたします。 

○松浦 私からご説明申し上げます。 

 どこから始めて、この話のどこに焦点を絞ったらというのは、私も若干手さぐりでした

が、事前に伺っているところでは、無償資金協力の中の多くあるスキームのどれがＪＩＣ

Ａに行って、どれが外務省に残るのかというところにご関心があると理解しましたので、

お手元に色刷りの資料を配らせていただきました。 

 少しこの紙から外れて導入的に申し上げますと、ご案内のこととは思いますけれども、

昨年のちょうど今ごろ、我々は「新ＪＩＣＡ法」と呼んでおります。 いわゆるＪＩＣＡ

の業務等々を定めた法律の改正法が国会を通りました。この法律は施行までに約２年の期

間があり、来年10月１日から施行されます。この法律の一番大きな肝は、ＪＢＩＣの中の

ＯＤＡ部門がＪＩＣＡに移ることが一つ。もう一つは、いわゆる無償資金協力の、これま

では実施促進というものをやっていた。この実施促進の部分が、実施促進ではなくて、実
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施をＪＩＣＡがやると規定し直された。このあたりが、新しいＪＩＣＡの法律の主要点で

す。 

 これまでもＪＩＣＡは実施促進という形で無償案件のフォローであるとか、あるいは、

コンサルや業者とのつながり、そういうことには力を割いてきていただきましたが、基本

的に外務省が実施するもの、外務省が認証する契約、外務省が支払う資金、これらの実施

を横から促進していただいているということでしたけれども、今後は、外務省ではなくて

ＪＩＣＡが主体的にやるように変わったと理解していただければいいかと思います。 

 ただ、無償資金協力事業そのものは、事業の施主は、実は我々でもないし、ＪＩＣＡで

もない。これは先方政府です。ここの点は変わりません。先方政府がこれまで、つまり、

我々は、先方政府がやる事業に無償で資金を差し上げるというのが無償資金協力事業の基

本です。ただ、ぽんとお金を差し上げるだけでは、残念ながら、多くの国においては、

我々が思っているほどきっちりとお金が使われない、あるいは、有効にお金が使われない

ということがあるので、そこを確保するためにいろいろな制度をつくって、お金がちゃん

と行くかどうか、ちゃんと行ったかどうか、変なところに流れていないかということを確

認する、確保する意味で、我々はいろいろな制度をつくっています。そのような確保、確

認の形が、実施の一つの意味です。そういう意味で、我々は資金の支払いとかそういうこ

とをやってきたと。こういうことです。 

 詳細な作業の中身につきましては、これから先１年間の間、我々外務省とＪＩＣＡとの

間で詰めるべき点がたくさんありまして、実際にどういう制度でやるかということが実は

詰まっていないところもたくさんあります。 

 ということを前提にお聞きいただければいいかと思いますけれども、お手元に配布させ

ていただいた紙の右上、これは新しいＪＩＣＡの法律のうちの一つの肝になる部分を抜き

出して書いております。いわゆる新しいＪＩＣＡにおいては、条約その他の国際約束に基

づく無償資金協力の実施のために必要な業務を行う。これが規定です。その中に括弧書き

で、機動的な実施の確保その他外向政策の遂行上の必要に基づき、外務大臣がその一部の

ために必要な業務の全部または一部をみずから行うものとして指定するものを除くという

ことです。簡単に申し上げれば、無償資金協力の実施はＪＩＣＡが行う。ただし、一部、

外務大臣が例外を指定することができる。こういう意味です。何を例外として指定するか

というと、それは、機動的な実施の確保が必要なもの及び外交政策遂行上の必要に基づく

もの、こういうことです。 
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 左側を見ていただきますと、各スキームが書いてあります。いわゆる一般プロジェクト

無償、これが無償の中核を成すというとほかの無償が怒ってしまうかもしれませんけれど

も、多くのプロジェクトを持つものはこれです。これをはじめとする多くの無償のスキー

ムはＪＩＣＡ実施分に移ります。外務省実施分として残されますものは、その下の５カテ

ゴリーです。一つはノン・プロジェクト無償。これはご案内のとおり、基本的には、外貨

で品物を購入するための資金を提供するものです。 

 もう一つは緊急無償。これは、外交政策遂行上の必要性に基づいて機動的に行う必要が

あるという、まさにここに当てはまるものですし、また、法律の規定にかんがみても、い

わゆる条約に基づいて実施を行うものでもありません。基本的に、緊急無償は、条約ある

いは公文書なしに行う、緊急に決定していく性格が強いということで、これは外務省実施

分です。 

 ２つ飛んで下のテロ対策等治安無償。これも新しいスキームではありますが、比較的、

外交政策上の遂行の必要性に基づいて実施決定する要素、そういう考え方が強いものです

ので外務省実施分に残しております。 

 先ほど飛ばした２つ、草の根無償、草の根文化無償、日本ＮＧＯ支援無償につきまして

も外務省実施分として残します。 

 この形が現在の、外務省実施分とＪＩＣＡ実施分の分け方の案です。最終決定ではあり

ませんが、ほぼこれで行こうということで関係者の合意があります。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 どうぞ。 

●佐藤 質問させていただきたいのですが、ＪＩＣＡが無償資金協力の実施態勢に移ると

いうことは、限りなくＮＧＯに近い仕事をするようになるのではないか。今までの私ども

の理解では、ＪＩＣＡは政府間レベルで仕事をすると理解していたのですが、無償資金協

力の分野では、今後ますます巨大なＮＧＯ化するのではないか。そういう理解が出てくる

可能性があるのですけれども、それに対して、ＮＧＯとの区別のような、ここが違うとい

うところを簡単におっしゃっていただければと思いますが、いかがでしょうか。もちろん

違うところはたくさんありまして、例えば、おっしゃった国際約束とか、いろいろなこと

があると思いますけれども、その辺で簡単にご説明いただけたら大変うれしいのですが。 

○松浦 ＪＩＣＡの方とは私も日ごろいろいろ接して話をさせていただいて、仕事も一緒

にさせていただいて、すごい能力がある方がたくさんいらして、いろいろな事業をしてい
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ただいていると思うので、その中には、例えばＮＧＯの方でないとできないような、地元

密着あるいは向こうの方との連携をうまくしてやっていく、そういう仕事がおできになる

方もかなりいらっしゃると思います。そういう意味では、我々の新しい制度は、特にＪＩ

ＣＡに実施を任せるということで、そういうＪＩＣＡのすごい能力を引き出すことのでき

る、そういう意味があるかと思いますけれども、ＪＩＣＡがＮＧＯ化するかどうかは私に

は難しくてよくわかりませんけれども。 

●佐藤 今までＮＧＯが草の根の中で地道に培ってきたノウハウとかそういったものとか

なり接点が近くなるのではないかという感じを受けます。その辺はいかがでしょうか。 

○寒川 ＮＧＯの方々が実施する事業と政府が実施する事業は基本的に違うのだろうと思

いますが、ＪＩＣＡが、ＮＧＯが巨大化した形になるということは必ずしも当てはまらな

いのではないかと思います。例えばＮＧＯ連携無償にしても、草の根無償にしても、あく

までもＮＧＯが提案したものを受けて政府が資金を供与する形になります。したがって、

先方政府より、何らかの要請があるとか、あるいは、先方政府との間で合意を取りつけな

ければならないものではないと思います。ＪＩＣＡが実施する一般無償であるとか、技術

協力については、先方政府からの要請に基づいて政府間同士で合意する。したがって、Ｎ

ＧＯが実施する事業と政府間の合意に基づく事業とは、当然、異なるわけです。ＪＩＣＡ

がＪＢＩＣと統合し巨大なＪＩＣＡになることは事実かもしれんが、それによって巨大な

ＮＧＯ化することにはならないと思います。 

●佐藤 ありがとうございます。 

◎高橋（秀） ほかにありますか。 

●大橋 これは、もともと私が発案したのですけれども、一つは、これの全体像、これが

ＪＩＣＡに有償のほうも移っていくと、例えば、ＪＩＣＡのほうが期待しているのは、有

償と技協と無償が一体化したプロジェクトの実施ということも考えているわけで、そこに

はＮＧＯはかめないのかとか、そういういろいろな多方面の今後の連携のあり方をゆくゆ

くは考えさせていただきたいと。一つはそのとば口にするということと、今日ご説明して

いただいたように、具体的に、直接今まで関わってきたようなスキームはどうかという、

そういうふうなことも考えていきたいということです。 

 今後、ＪＩＣＡとも話は進めなければいけないわけですが、もう少し全体像と、それ以

降、ＮＧＯが、ある意味で、先ほどからご提案しているように、もっと連携というか、参

加していくことを積極的に考えたい。 
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 今日一つ聞いておきたいのは、草の根の安全保障と日本ＮＧＯ連携無償が、機動性の確

保等外交政策遂行上そんなに重要なものなのかどうかというあたりは、なぜここに残るの

かというのがちょっと気になるので、ご説明いただければと思います。 

○松浦 まず法律論から申し上げますと、実をいうと、条約その他国際約束に基づく無償

資金協力事業の実施を行うというのがＪＩＣＡ法の規定ですので、草の根関係や日本ＮＧ

Ｏ支援無償というのは、条約や国際約束には基づかないのでＪＩＣＡには行かないという

ことです。 

 それから、実質的な観点で申し上げますと、日本ＮＧＯ支援無償につきましては、私よ

りも寒川室長からお答えいただけるかと思いますけれども、草の根・人間安全保障無償の

点で申し上げますと、すべての案件ではありませんが、いわゆる開発・開発マインドだけ

ではないと言うと誤解されてしまうと困るのですが、いわゆる出てきた案件を迅速にスッ

スと取ってパッとお金を出すということがわりと求められる。ＪＩＣＡが培ってきた知識

や考え方を利用する余地というのは、実は、大きくなく、むしろ、迅速性が求められると

いうのが実態であろうと考えております。 

 ただ、我々、現地におきましては、基本的にはＯＤＡタスクフォースを中心にして、ど

ういう案件を取り、どういうやり方でやっていくのがいいかについては話し合っておりま

すので、例えば、実際にＪＩＣＡ事務所の目から見て、こういう草の根案件無償を取るほ

うがいい、あるいは、こちらは取らないほうがいい、こういう考え方でやるほうがいいと

いう、そういうインプットというもの、これは入ります。そういう政策的な考え方がある

のですけれども、ある意味でＪＩＣＡをバイパスする、必然性、必要性は必ずしもないの

ではないか。もともと資金は政府のお金ですので、それをＪＩＣＡをバイパスして向こう

の草の根・人間の安全補償無償の供与先となる団体に行く必要は必ずしもないという考え

方です。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 ほかにありますか。 

●野田 ありがとうございます。大変よくわかりました。 

 短い質問とコメントがありますが、質問からさせてください。 

 防災災害復興支援無償がＪＩＣＡの担当となっていますが、これは外務省側の「機動性

が要るもの」に含まれるのではないでしょうか。 

○松浦 防災災害無償で機動性が要るものについては、基本的には緊急無償で拾えるだろ
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うと我々は思っています。では、緊急無償と防災災害復興支援無償で切り分けられるかと

いうと、そうきれいな切り分けではないです。ただ、我々が思っているのは、緊急無償で

カバーできる範囲と防災復興支援無償でカバーできる範囲の間に落ちてしまって、どちら

でも拾えないものがあっては困るということです。重なっている分には、実は構わないと

いう考え方です。どちらかで取ればいいわけですから。ただ、あまりにいろいろなものが

重なっているとややこしいという欠点はありますが、実はここのプロジェクトの多くのも

のは、結構重ねて取り得るものがあります。 

●野田 非常によくわかりました。 

 あと、これはコメントなので、必ずしもリプライしていただかなくて結構です。私もＪ

ＩＣＡで仕事をしたことがあるのでよくわかりますが、近年ではＮＧＯからもだいぶＪＩ

ＣＡに人材を提供していることもあり、ＪＩＣＡにも草の根のいろいろな知見を持ってい

らっしゃる方が多くなってまいりました。それはそれでいいことだと私自身は思っていま

す。 

 そこの中で、先ほどありました、ＮＧＯ連携無償とか草の根・人間の安全保障無償とい

った無償資金協力については、ＪＩＣＡをバイパスしないで、外務省さんが実施されると

いうことですので、こうしたスキームにおいて草の根のニーズとか知見が必要になったと

きは、ご遠慮なくＮＧＯにもお声がけいただければ前向きに協力をさせていただけるかと

思います。 

 その際、おっしゃられたように、現場レベルでのオールジャパンの国際協力という観点

から、こうしたスキームについては、現地ＯＤＡタスクフォースでしっかり議論していた

だき、ＮＧＯも呼んでいただいて、それぞれの専門的知見を活かす形で有機的にやってい

くのがよろしいのではないかと思っております。よろしくお願いいたします。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 ほかにありますか。 

○五月女 先ほど、大橋さんと松浦さんでやりとりがありまして、面白いことというか、

松浦さんが、数年後に振り返ってみたら実現していたというようなこと、そうなるかなと

いうことをおっしゃったけれども、実は、そういうことは、私は十何年間ＮＧＯの担当を

していまして、ご承知のように、民間援助連携室を最初につくったのは私で、それ以来５

年間室長をやっていまして、それから在外に出たりしてずうっとやって、また戻ってきて

ＮＧＯ担当大使をやってもう５年ですから、ＮＧＯというものがついて10年間ずうっと見

ています。 
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 今、振り返ってみると、要するに、こういうものがスタートしたのもそのころですから、

その前は、こういうような定期協議的なものはなかったので、ＮＧＯの方の意見をレギュ

ラーに取り入れるという場はありませんでした。ですから、そういうことが十数年前にス

タートして以来、こんなことは絶対に成立しないな、そういうことは実現しないなと思っ

ていたものが、実は数年後に実現しています。 

 そういうものはたくさんあります。今いろいろと行われている個々のプロジェクトで、

相談員の話、専門調査員の話、そういうものは昔は到底考えられなかったけれども、いろ

いろと提案がありまして、そのときは実現しないけれども、それが何年かにわたって議論

されていって、そしていつの日かはそれが実現してきたということがありますので、ここ

で今、単年度的に、これは、今はだめだと言っていても、ひょっとしたら数年後には実現

する可能性があるものはいくらでもあるわけです。 

 しかも、その内容が非常に建設的なものであれば、現時点では、予算上の問題とか組織

上の問題でできないということがあっても、その提案自体が非常にリーズナブルで、かつ

建設的なものであれば、年度が変わっていくごとにそれが実現する可能性が出てくるわけ

ですから、いい提案をコンスタントに提案されていいのではないかという気がします。 

 もちろん、その段階で、担当の方とか担当室長、企画官が、その時点では実現できない

けれども、個人としてはこれはいい案だなということを考えていらっしゃるかもしれない

ので、そういうときは、数年後にはそれが実現する可能性が十分ありますので、こういう

場というのは、そういう面では大事なことで、ここ１～２年間のことを見ているのではな

くて、５年後、10年後にそれが実現する可能性も十分にあるということを考えに入れてい

ただいて議論されるといいのではないかと思います。 

 ですから、私は、大橋さんがこれからもひるむことなく提案を続けられてもよろしいの

ではないかと。それを受けて外務省の人たちは、それをちゃんと真剣に議論して、今はだ

めだけれども、近々それが実現するかもしれないということで議論できてこそ建設的な議

論になるのではないかと思います。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 今、私は司会の立場ですが、先ほど、JANARDの代表としての佐藤さんが、ＪＩＣＡが巨

大なＮＧＯ化というところで説明されましたので、それについて、若干、私の意見を述べ

させていただきたいのです。質問も多少含みます。 

  私はアメリカ及びヨーロッパのＯＤＡの現場等を見て、ＪＩＣＡ自体が国際的に見て
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も特殊な立場にあるのではないかというのが私の理解です。というのは、いわゆるＯＤＡ

をこれだけ独占的に実施する機関は、ほかの国にはほとんど存在しないのではないか。む

しろ、ほかの国は、政策的には外務省等が行う、あるいは、援助機関が政策を立てるけれ

ども、実施に関しては相当部分がＮＧＯ等に委託される、これが日本を除いた多くの先進

国の援助の一つの形ではないかと。私は、幾つかの国を訪問したり、関係する文献等を読

んで、そのように理解しています。 

 したがって、もともとＪＩＣＡができたあり方自体が、最初からそういう設計があった

かもしれません。同時に、これからＪＩＣＡがＪＢＩＣと統合して同じ形をとるとすれば、

今、ＪＩＣＡが持っている機能とＮＧＯが持っている機能は、ほとんどみんな同じです。

ご存じのように、ＪＩＣＡは募金することもできました。ＪＩＣＡが持っている機能とＮ

ＧＯが持っている機能を比較すると、ＪＩＣＡは現地のＮＧＯともどんどんやっています。

そうすると、機能面でかなりダブっています。 

 これは決して誇張ではありません。機能面から詳細に見ると、ＪＩＣＡ自体が、一方で

はＯＤＡの独占的機関でありながら、一方ではＮＧＯの機能と何らほとんど変わっていな

いのではないかと考えます。そういう意味で、改めてＪＩＣＡがＪＢＩＣと統合し、そし

て有償を含めて巨額なお金を新ＪＩＣＡが実施するという中において、ＮＧＯである我々

の団体と新ＪＩＣＡが持つ機能を、もう一度機能面である程度デデマケーションする必要

があるのではないかと考えます。そうしなければ、援助の効率性とか効果、あるいは、ま

すます援助が草の根に行く必要が国際的に叫ばれている中において、JICAの巨大なＮＧＯ

化というのは、外務省の皆様がよく使っている、オールジャパンとして考えたときに、本

当にＯＤＡがそういう形でいいのだろうか思います。これが一つの課題であり、問題意識

です。 

 ＪＩＣＡとＪＢＩＣが統合して新ＪＩＣＡができ、そこで、今の形のままで仮にODAが

実施されたら、ますますすべてのＯＤＡの実施はＪＩＣＡということになりますし、金額

だけで言うと、ＮＧＯが実施している金額はＪＩＣＡ全体の３％ぐらいですから、新JICA

で有償の金額も含め予算が大きくなったときに、当然NGOの比率は下がります。世界の中

における日本のＯＤＡのあり方という視点で、もう一度きちんと話し合いをし、見直す必

要があるのではないかと考えております。 

○松浦 すみません、誤解して聞いていたら申し訳ないのですが、私、若干反論がありま

す。 

 私は、ＮＧＯの良さ、長所は、途上国の人々のところに直に入っていき、人々と接し、

そういう活動ができる。それを吸い上げてきて日本にバックできる、そして政策に反映す

る。そういう形で、強みは、援助の現場での手足ということだろうと理解しています。 

 ＪＩＣＡとＮＧＯのデマケーションという話がありましたが、私は、デマケーションを
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して、そういう強みは読みＮＧＯに任せて、ＪＩＣＡはそうではないところをやるんだと

いうよりは、むしろ、ＪＩＣＡをもっと、あるいは、ＪＩＣＡだけではないのかもしれま

せんが、我々ＯＤＡ関係者の皆がＮＧＯ化していくべきではないかという考えを持ってお

ります。 

 と言いながら、今、我々がこの仕組みの中でやっている、話している、使っている言葉

の使い方として、ＪＩＣＡが実施をやるということですけれども、実際には、案件の実施

なり、プログラム実施なりをしている際には、業者の力を借りたり、コンサルの力を借り

たり、ＮＧＯの力を借りたりという形でやっております。そこのＮＧＯ業者の代わりにＪ

ＩＣＡが入っていくというのが、今回の法律改正の、あるいは、制度改正の意義ではない

ので、そこは、そういう意味でのＪＩＣＡのＮＧＯ化はないのではないかと思います。 

◎高橋（秀） どうもありがとうございます。今日ここで議論する項目ではないのですが、

一応そのような理解もしているということであります。 

 それでは、「『無償資金協力における更なるＮＧＯとの連携』意見交換会」は既に含ま

れたと思いますが、そういう理解でよろしいでしょうか。 

               （「はい」の声あり） 

◎高橋（秀） それでは、５番に移りたいと思います。 

 「ＮＧＯ能力強化・連携ビジョン～ＮＧＯと戦略的連携・活用に向けた５か年計画」、

お願いいたします。 

○寒川 ＮＧＯとの戦略的連携に向けた５か年計画というのは、何回かこの推進委員会で

も報告させていただいたことがあります。お手元に「ＮＧＯとの戦略的連携に向けた５カ

年計画」という２枚紙の資料があります。この５か年計画は昨年策定され、これまでも、

推進委員会だけではなくて、政治レベル、例えば、自民党の外交力強化に関する特命委員

会の中で、「外交プレイヤー」という小委員会がありまして、その中でも、ＮＧＯとの連

携に関する議論が行われ、５か年計画はエンドースされました。 

 そういった意味では、５か年計画については、党のみならず政府でも今後は実施してい

こうという話です。最終目標としては、国際競争力を有するＮＧＯに成長していただきた

いということです。この計画を重視する上で、ＮＧＯの能力の開発であるとか、提案型プ

ロジェクトの拡充、国際機関との連携の推進、制度の見直しといいますか、ＮＧＯが参加

できるようなＯＤＡ事業の拡充を、今まで我々としても努力してきました。 

 効果検証プログラムあるいは長期スタディプログラムについては、詳細なご報告がある
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と思いますが、本年度、予算がついたＮＧＯの研修プログラムの一つである長期スタディ

プログラムは、本年９月から順次派遣を開始しております。当初は８名の予定でしたが、

最終的に７名になりました。 

 それから、ＪＩＣＡが、若手職員を対象とする、前はインキュベーションプログラムと

呼んでいましたが、英語でわかりづらいというので、日本語で「組織力アップ・ＮＧＯ人

材育成研修」という名前に変えたかと思います。これについても本年10月より開始されま

した。27名です。 

 効果検証プログラムですが、本年７月から８月にかけて、ミャンマーにおいて現地作業

を実施しております。これについては、参加していただいたＮＧＯの方に大変ご努力いた

だき感謝申し上げる次第です。 

 そのほか、アカウンタビリティ強化セミナーについては、18年度から実施しておりまし

て、19年度については、東京、名古屋、京都で実施、又は実施する予定です。国際機関と

の連携ですが、特にジャパン・プラットフォーム傘下のＮＧＯが、現在、南スーダンで活

動なされています。全部で５団体です。ＵＮＨＣＲ、ＷＦＰ、ＵＮＩＣＥＦ等との間で事

業連携が進んでおります。そういった意味では、バイとマルチの連携が非常にうまくいっ

ていると思います。 

 そのほかに、外務省としては、ＮＧＯが参加できるＯＤＡ事業の拡充ということで、コ

ミュニティ開発支援無償におけるＮＧＯの参画ということを検討していただいているわけ

ですが、民連室としてはできるだけ実績をつくりたいと思っております。早期にこれが実

現できるように無償資金協力課とも協議を今後とも続けていきたいと思っております。 

 平成20年度について、新規案件について予算要求をしておりません。現在の予算の範囲

内で、内容を改善しながら推進していきたいと思います。既存の相談員制度であるとか、

ＮＧＯ研究会といった、ＮＧＯの活動環境整備事業についても、皆様のＮＧＯの方々のニ

ーズを踏まえながら今後とも事業を実施していきたいと思っております。 

 以上です。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 この点について何かありますか。 

                 （発言なし） 

◎高橋（秀） それでは、特にないようですので次に移りたいと思います。 

 次に「効果検証プログラム」について報告をお願いいたします。 
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●筒井 シャプラニールの筒井と申します。７月の終わりから８月の頭にかけてミャンマ

ーで効果検証プログラムの標準評価シートを用いて、それが実際にＮＧＯが書き入れるこ

とを想定した場合、どういうものになっているのかを検証しに行くということで行ってま

いりました。 

 実は、今日のこの会議の前にＮＧＯの連携推進委員の方々の集まりに出て、私、こうい

う流れをよく知ってから行けばよかったなと思ったことがあります。それは何かというと、

まず、効果検証をする、あるいは、評価という言い方はふさわしくないのかもしれません

が、効果検証するということに対して、どうも外務省の方々は、ＮＧＯはすごく抵抗して

いる、そういうことはしたくないという前提で、そういう環境の中で私は行くのかなと。

ただ、評価をするということは、事業を実施する者にとっての一つの責任でもありますの

で、そういうものはきちんとやっていく必要があるだろうと思いますし、私はその視点で

参加したつもりです。 

 ただ、ＮＧＯ側の人たちとお話をしていると、やはり評価ありきで、それが今後どのよ

うにフィードバックしていくか。それはＮＧＯ側もそうでしょうし、このスキームあるい

は外務省の中でそれが次のステップに移るために生かされていくことを議論されているの

を見まして、やはりそういう意味では、こういう効果検証をすることによって、ＮＧＯが

自分たちの事業をもう少し責任を持って実施するようになっていくということは当然でし

ょうし、そうだと思いますけれども、同じく外務省のほうの担当をしている大使館あるい

は民連室の方々が、ＮＧＯの事業はどういうものであるか、どういうところに意味があっ

て、どういうところが効果的にはあまりよくないのかということを知っていただくために、

そういう意味では、相互の学びの一つのツールとしてこの検証プログラムが利用されると

効果が上がるのではないかということが一つ。 

 もう一つ。これは、私は行く前からずっと申し上げていたことですが、やはりこうした

ものがきちんとツールとして、宙ぶらりんになるのではなく、きちんとＮＧＯ連携無償の

ほうのスキームの中にうたわれて、それが制度としてきちんと入っていくことが大変重要

なことで、そうでないと、多分、せっかくつくったツールが使われないまま放置されてし

まうことになるのではないかということを申し上げました。それは、今も変わらずそのよ

うに思っております。 

 それから、若干それるのですけれども、実は、10年ほど前に私は現地バングラディシュ

にいたときに、現地のＮＧＯが使った草の根無償の評価をさせていただいたことがありま
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す。これは多分、現地の大使館の担当の方が、自分の裁量の中で、日本のＮＧＯの方２人、

私ともう一人ほかのＮＧＯの方をご指名されて、見てきてほしいと。今回、ＤＡＣの５項

目、今回させていただいたような、同じような視点で評価をしたことがありました。です

から、先ほど、寒川室長が、現地のほうから、そっち側で連携を進めたらどうかというこ

とですけれども、ひょっとしたら、そういう事例がいろいろなところで起こっているかも

しれません。それは事例報告としてご報告させていただきます。 

 以上です。どうもありがとうございました。 

◎高橋（秀） どうもありがとうございます。 

 この点について何かありますか。 

○石原 効果検証プログラムの担当として、一応、ホームページに標準シートは掲載され

ていますし、その掲載されたホームページを印刷して皆さんの配布書類に入れております

のでご参照ください。 

 また、報告書ももうすぐできますので、それほど部数はありませんが、必要な方にはお

配りしますのでおっしゃってください。 

 以上です。 

◎高橋（秀） ありがとうございました。 

 ほかにありますか。 

 特にないようでしたら、次に移りたいと思います。 

 「長期スタディプログラム」についてお願いいたします。 

○石原 本年度初の試みとして、ＮＧＯ長期スタディプログラムが、先ほど寒川から申し

上げたように実施されています。具体的なところを私から申し上げます。 

 全部で７名です。団体名は、ＪＥＮ、ジャパン・プラットフォーム、ブリッジエーシア

ジャパン、国際開発救援財団、21世紀協会、ハビタット・フォー・ヒューマニティ・ジャ

パン、ＷＥ21ジャパンの、比較的中堅、若手の方が、それぞれ研修したいテーマに合わせ

たところで研修をしておりますし、近々出発する方もいます。 

 ＪＥＮは、Danish Refugee Councilで南スーダンに行きます。ジャパン・プラットフォ

ームは、ＷＦＰの本部です。ブリッジエーシアは、バンコクにあるファンデーション・フ

ォー・スラムチャイルド・ケアに行きます。国際開発救援財団は、ＵＮＩＣＥＦのインド

事務所に行きます。21世紀協会は、オーストラリアのパーマ・カルチャー・リサーチ・イ

ンスティテュートに行きます。ハビタット・フォー・ヒューマニティ・ジャパンの人は、
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在バンコクのハビタット・フォー・ヒューマニティに行きます。ＷＥ21ジャパンの方は、

ワン・ワールド・アクションという、イギリスにあるＮＧＯに研修に行きます。これにつ

いては、国際協力新聞というところでも、12月、１月号で掲載したり、広報に努めており

ます。また、来年度も早めに委託の機関を決めて、早めに募集要項を出して、より一層充

実したものにしたいと思いますので、ぜひ皆さんのご協力を得たいと思います。 

 以上です。 

◎高橋（秀） ありがとうございました。 

 この点について何かありますか。 

○寒川 私ども、せっかくこういう機会というか、財務省と協議して予算を取ったわけで

すから、ＮＧＯの立場も、私どもは全くわからないわけではなく、少人数の中でやりくり

しながら、海外での事業を実施していることはよく理解している次第です。 

 とはいっても、こういう研修の機会がそう多くあるわけではなく、今後、これが永遠に

続く保証は全くないわけです。とりあえず、５か年計画ということで私どもは設定してお

りますので、ぜひこのプログラムをうまく活用していただければと思います。来年、ぜひ

奮って参加していただければと思います。よろしくお願いします。 

◎高橋（秀） この点について、何かありますか。 

●大橋 この前、来年のサミットに向けて、いわゆるネットワーク的なＮＧＯが集まって

会議をしたときも、実はその前のハイリゲンダムのとき、こういうスキームはほかの国で

はほとんどないことを高く評価されていましたので、ぜひ活用させていただきたいと思っ

ております。 

◎高橋（秀） ほかにありますか。 

 それでは、次に移りたいと思います。 

 ６番の「広報資料」の作成の報告」の件ですが、お願いいたします。 

○石原 皆さんのお手元に本日は配布していませんが、もし、まだご覧になっていない方

がいらっしゃいましたら、後で差し上げますが、このようなパンフレットを本年４月に6,

000部作成して、もうすべてはけてしまいましてまた増刷しています。あと5,000部増刷し

まして、サミット等の会合でもぜひ使っていただければと思います。 

 それから、英語、フランス語、スペイン語版をそれぞれ500部ずつ作成しております。

増刷と外国語版の作成が終わるのが12月初めですので、必要な方はおっしゃっていただけ

れば送付します。それから、ホームページにも掲載しますので、ぜひご活用ください。 
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 英語版、フランス語版をつくった気持ちは、サミットで、外国のＮＧＯの方が来たとき

に、日本のＮＧＯの活動のことが少しでも具体的に紹介されたり、外務省の取組みをわか

ってもらえればということで外国語訳をつくります。また、在外公館や、海外において皆

さんがＮＧＯ連携無償についてご説明されるときに、外国語で書いた資料があったほうが

便利だと思いますので、そういうことも一助として作成しました。よろしくお願いします。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 この点について何かありますか。 

●野田 感想ですけれども、今ご説明していただいたパンフレット「国際協力とＮＧＯ」

は、私をはじめＮＧＯも協力させていただいて外務省とタスクフォースを作り、石原さん

が中心になってがんばっていただいたものです。これが、英語、フランス語、スペイン語

でも出版されるということで、ＮＧＯとしては、我々の協働の成果がよりインターナショ

ナルな形で活用されるということで大変うれしく思っております。ＮＧＯを代表して御礼

申し上げます。どうもありがとうございます。我々も積極的に活用させていただきたいと

思います。よろしくお願いします。 

◎高橋（秀） 実は、私も広報タスクのメンバーの一因でありまして、石原さんがＮＧＯ

の声に非常に耳を傾けてくださって、私どもも、先ほどの五月女大使のご発言ではないの

ですが、やはりＮＧＯの声をタスクフォースという形をとりながらも、思ってもいない形

で実現したという一つの成果ではないかと思っています。こういう小さなものでも、実績

を重ねていくことによって、より一層促進されて、ますますＮＧＯと外務省とのパートナ

ーシップが、ポジティブな意味で建設的な形でつくり上げられたらいいかなと思っていま

す。これは具体的な成果で、しかも短期間にこういう形ができたということは、すばらし

い一つの成果であり、今後に向けてまた次のステップに向かっていくことができるかなと

思っています。そういう意味で、改めてお礼申し上げます。ありがとうございました。 

 それでは、次の議題に移ります。 

 ７番「日本ＮＧＯ連携無償資金協力実務者勉強会の開催」について、お願いいたします。 

●高松 それでは、かいつまんでご報告申し上げます。 

 第１回目の連携推進委員会で合意をいただきまして、10月31日の午後３時から、外務省

会議室で実務者勉強会を開催しました。本日、その勉強会に参加していました堀江さんと

坂さんもおられますので、私の報告で足りなければ補足をお願いしたいと思います。 

 勉強会の趣旨は、日本ＮＧＯ連携無償資金協力の活用に当たって、ＮＧＯ及び外務省の
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実務者がお互いに率直な意見交換を行って、資金協力事業についての理解を深めて、また、

実務的な手続き等の効率化を考えていこうということでした。勉強会には、ＮＧＯ側から

は18団体、27名の参加がありまして大変盛況でした。そういう関心が非常に高いことのあ

らわれだと思っております。外務省側からは、寒川室長、鈴鹿首席をはじめとして、担当

官の方にもご出席いただきました。ありがとうございました。 

 具体的には、新規案件の審査期間の短縮とか継続申請の案件の空白期間の短縮、終了後

のモニタリング評価、申請の限度額等々について議論が行われました。幾つかの点につい

ては、非常に建設的な協議が行われましたので、ただいまＮＧＯ側で、資料として記録を

作成しております。詳しくはその資料を見ていただいて、内容を共有することを果たして

いきたいと思っております。今後につきましては、ＮＧＯ側であらためてレビューを行わ

せていただいて、どういった形で進めていくかについて相談させていただきたいと思って

おります。また、同様に、ＮＧＯ連携無償の募集要項が、新しいバージョンのドラフトが

行われているということですので、その進捗に合わせて、ＮＧＯ側の意見、理解が促進さ

れるような形で相談させていただければいいなと考えております。 

 以上です。 

◎高橋（秀） ありがとうございました。 

 この点について何かございますか。 

●堀江 一言だけ。こういった会議を開いていただいて、どうもありがとうございました。

特に、ＮＧＯもそうですが、外務省の方も、民連室から担当官がたくさん参加していただ

いたということで、直接お話しできたことは非常に有意義だと思っております。 

 もちろん、項目によっては、前向きなもの、無理なものといろいろありましたけれども、

ぜひ、この結果が来年度の手引きに反映されたらいいなと思っていますので、ぜひその手

引きが出る、完成する前にもう一度意見を言うような機会ができればと思っております。 

○鈴鹿 一昨日行わせていただいたこの会議には、ＮＧＯの方々に、本当にたくさんご参

加いただきまして本当にありがとうございました。改めて御礼申し上げます。 

 私どもが勉強会の冒頭に申し上げたことを若干共有させていただきますと、ＮＧＯ連携

無償資金協力というのは、ＮＧＯの皆さんにとっては、何も資金スキームのすべてではな

いという点です。あくまでも資金ソースの一つにすぎない。ＮＧＯ連携無償資金協力がス

キームである限り、その目的があって、その目的から論理的に導き出されるようなスキー

ムシステム、時には、ＮＧＯの側から見ると、厄介な縛りがあるかもしれませんけれども、

 - 30 -



そこのすべてを動かすわけにはいかないわけでありまして、ＮＧＯの皆様におかれまして

は、多種多様なスキームの中から、自主的に創意を持って選択していただいて、ベストミ

ックスをつくって活用していただく。その中で、このＮＧＯ連携無償資金協力をその目的

に合った形で有効にご活用いただけることが、私どもにとっては非常にうれしいことであ

ることをまず申し上げました。 

 また、そのようなものではあるけれども、その目的に抵触しない範囲内において改善を

図ることは当然可能ですし、また、それはされなければいけない。改善をもたらす要素と

していろいろあるでしょうけれども、かれこれ平成14年度からＮＧＯ連携無償資金協力を

実施しておりまして、私ども、あるいは、ＮＧＯの皆様の目から見ても、その実施におい

て改善の実例が幾つもなされていると。そうしますと、やはりそのような進化を踏まえて、

このＮＧＯ連携無償資金協力も、そのスキームの目的に反しない範囲において進化してい

くのは当然ですし、また、その方向に向けて双方の協力によって努力すべきは当然である

と思います。したがいまして、そのような意味において、今回の勉強会は、私どもにとっ

ても非常に意義のあったことだと思っております。改めて感謝申し上げます。 

 以上です。 

◎高橋（秀） どうもありがとうございました。ほかにありますか。 

 それでは、次の議題に移ります。 

 ８番「有識者会議の進捗状況」についてお願いいたします。 

○岡野（国際協力局総合計画課） 国際協力局総合計画課の岡野と申します。 

 有識者会議の進捗状況ですが、国際協力に関する有識者会議を今年３月から、今までに

計４回開催いたしました。１回目は顔合わせの意味合いで、実質的には２回目から計３回

の議論を行いました。第２回目が産業界から見た国際協力、３回目がアフリカ、４回目が

ＯＤＡ案件の実施上の課題ということで、計３回、実質的な議論を行っています。２回目

からは、ＮＧＯから代表でお２人に委員で入っていただいていて、ただし、経済界の方も

皆さんそうですけれども、別に代表といっても、産業界をすべて代表してくるわけではな

いので、基本的には個人の資格で参加していただいております。現在ＮＧＯ代表２名を交

えて計14名の委員で議論していただいています。 

 ５回目が、今度11月13日に開催予定です。ＪＩＣＡとＪＢＩＣの統合の話の現状報告を

聞いて、年内にこの有識者会議で中間報告を取りまとめることになっておりますので、そ

の骨子について議論していただく予定になっています。 
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 ＮＧＯのお２人の委員から、ぜひ、有識者会議のメンバーと外部の人の間で中間報告に

ついて意見交換の機会を設けてほしいというご要望がありましたので、今その日程を検討

しているところで、外務省の中で開催する予定です。広い講堂を押さえることを考えてい

まして、今のところ、これはここで初めてご紹介することになるのですが、12月７日にで

きないかということで今調整しています。ＮＧＯの方へのお知らせは、委員の方からのご

連絡と、我々のホームページでも周知いたしますし、ほかに、もしかしたらＪＡＮＩＣの

方にもご協力を仰ぐかもしれません。希望者は事前の出席を登録していただければ、どな

たでも参加いただける形にしたいと思います。ＮＧＯに限らず、一般のどなたでも結構で

す。ここでどういう意見交換をするかは、これから調整していきたいと思います。 

 いずれにしても、13日の５回目の有識者会議で全体像を委員の方で議論していただいて、

その上で12月７日に市民社会の方たちとの意見交換会にしたいと思います。中間報告は年

内を目途にということでしたが、いろいろな議論も出てきていてまとめるのが大変そうな

ので、年内になるか、年明け初めごろになるかわかりませんが、早いうちにということで

検討しています。内容については基本的には委員の方がまとめられるので、外務省が書く

という性格のものにはなりません。 

 以上です。 

◎高橋（秀） ありがとうございました。 

 この点について何かありますか。 

●野田 ありがとうございます。基本的なことで恐縮ですけれども、中間報告を出されて、

その後最終報告が出されると思いますが、これはわが国のＯＤＡに具体的にどういう形で

生かされるのでしょうか。 

○岡野 ２年間の会議ですので、２年が終わった段階で中間報告を踏まえて最終報告をつ

くって外務大臣に提出していただくことになりますが、有識者による提言という形で我々

が受け取って、その中には、できることも、難しいことも検討していかなければいけない

ことなどいろいろ入ってくると思いますが、それを今後の外務省の国際協力の企画立案に

生かすことになります。 

●野田 もう少しお伺いします。例えば、先のＯＤＡ総合戦略会議ですと、そこでの議論

は国別援助計画にフィードバックされるという明確な形があったと思います。今回の国際

協力に関する有識者会議での論議は、例えば、次期ＯＤＡ大綱の改定にフィードバックさ

れるとか、中期計画にインプットされるとか、そういう明確なターゲットないしはhidden
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 agenda設定されていらっしゃるのでしょうか。 

○岡野 事務局としましては、明確なターゲットは設けていません。委員の方にご議論い

ただいて、そういうご意見が大勢になればフィードバックしていくことになると思います。

ただ、前回の戦略会議の際の反省で、委員の方々から、あまりにも細かい議論が多かった

と。もう少し政策レベルで、何をどうなすべきかということを議論したいという意見が強

かったので、今回は、国別援助計画といったような個別のことは扱わないことにしていま

す。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 ほかにありますか。 

 それでは、次の議題ですが、「TICAD Ⅳ及びＧ８に向けた意見交換会の開催についてお

願いいたします。 

○岡野 引き続きご報告させていただきます。 

 先週の10月25日の午後に外務省においてTICAD ⅣとＧ８に向けて市民社会の方と意見交

換会を開催しました。TICAD Ⅳは、外務省の中での担当がアフリカ審議官組織というとこ

ろで、Ｇ８は経済局です。両部局とはＮＧＯの方もいろいろと意見交換の機会を持ってい

ると思いますけれども、開発の部分もご関心が高いということで、この機会に国際協力局

として意見交換をしたいということでお願いをして集まっていただきました。 

 来られたのは、ＮＧＯの方が14名で、基本的には、Ｇ８サミット、ＮＧＯフォーラムの

方にお声をおかけして、TICADのほうはＴＮネットワークにお声をおかけして、それぞれ

のフォーラムについてどういうことを取り上げていくべきかや、日本から発信するメッセ

ージは何か等、意見交換をさせていただきました。今まで定期的にやっていた意見交換で

はないのですが、非常に有意義な意見交換だったと思います。また、これ以外にもいろい

ろなＮＧＯの方との協議の枠組みもありますので、これから１年間は、来年のTICAD、サ

ミットに向けて、国全体で開発分野についても議論を深めていきたいと思いますので、引

き続き意見交換させていただければと思います。 

 以上です。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 これについて何かありますか。 

●野田 ありがとうございます。岡野さんもご参加されたんですよね。 

○岡野 当課からは、課長は参加したのですが、私は別件で参加できませんでした。 
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●野田 今、経緯はよくわかったのですが、具体的にどういった議論が有意義と思われた

か、そうした感想を聞きたかったものですから。でも、ご参加にならなかったのであれば、

適切な質問ではないと思いますので、また別の形でお伺いします。ありがとうございます。 

◎高橋（秀） ほかにありますか。 

 実は、私はその会議に出た一人でありまして、感想ではないのですが、Ｇ８の事務局と

して経済局がご担当されていることは承知していますが、やはりＭＤＧｓとか開発課題が

Ｇ８の大きな課題でもある限り、国際協力局の方とあのような形で意見交換ができたこと

は、私どもは非常に有意義だと思っております。ですから、できれば、前回の議論では非

常に率直に意見交換ができましたし、審議官、局長をはじめ、皆さん方、ＮＧＯの考え方

についてもご関心を持っていただいたと同時に、私どももいろいろな意見を述べたわけで

すが、できれば、今後とも、TICAD及びＧ８に向けて意見交換が定期的に行われたらあり

がたいと思っております。そういうことで、改めてあのような場を設けていただいて、感

謝申し上げます。ありがとうございました。 

 ほかになければ、報告事項はこれで終わりたいと思います。 

 既に予定の５時になってしまいました。申し訳ありませんが、あと15分か20分ぐらい時

間を延ばしてもよろしいでしょうか。 

               （「はい」の声あり） 

◎高橋（秀） それでは、予定の時間になりましたが、「討議事項」として、「日本ＮＧ

Ｏ連携無償資金協力の事後状況調査について」、お願いいたします。 

●青木 ＧＩＩ／ＩＤＩに関する外務省／ＮＧＯ懇談会ＮＧＯ連絡会の委員をしておりま

す石井が出張のため、私、青木が代理で発題させていただきます。 

 まず、簡単に、この発題に当たっての経緯を振り返りたいと思います。 

 ＧＩＩ／ＩＤＩ懇談会の中で、あるＮＧＯから、日本ＮＧＯ連携無償資金協力事業の事

後状況調査における日本人側の負担が大きいという意見が出ました。その件に関しまして

はほかのＮＧＯとも共通する課題でもありましたので、過去に事後状況調査を受けたＯＤ

Ａ７団体から聞き取り調査を行いました。その情報をもとに、７月６日に行われた連携推

進委員会での協議事項として挙げさせていただいております。 

 このときに４つの提案をさせていただいておりまして、１つ目は、事後状況調査にかか

わる経費を、ぜひ、日本ＮＧＯ支援無償協力の一環として、必要経費として認めていただ

きたいと。それに関していただいたご回答は、必要経費として認めることは、プロジェク

トが終了してから数年たっているので困難であるということ。 
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 ２つ目の提案は、必要な予算措置をとってはいかがでしょうかと。これに対してのご回

答は、外務省による経費負担については予算項目がなく、困難であるということ。なるべ

くＮＧＯ側の負担が少ない形で実施するように努力するというご回答をいただいておりま

す。 

 ３つ目の提案として、外務省またＮＧＯ双方の役割を明確にしたガイドラインを作成し

てはいかがかという提案をさせていただきましたが、それに対しては、ガイドラインにつ

いては、大使館主導で実施しているので、大使館と協議の上お返事しますというご回答を

いただきました。 

 ４つ目の提案として、ＮＧＯにぜひ、この調査の結果をフィードバックしていただきた

いと。これに関しては、フィードバックは要望に応じて行いますというご回答をいただき

ました。 

 この４つの回答をいただきまして、ＧＩＩ／ＩＤＩのほうでもう一度この件に関して協

議しました。私たちとしては、共通理解を持つためにも、また、この協議を速やかに進展

させるためにも、私たちＮＧＯ側から事後状況調査に関する覚書を作成してはどうかとい

うことで、その案を作成してまいりました。それが皆様のお手元に配布されているものに

なります。 

 簡単にこちらの覚書案を説明させていただきます。 

 まず、この事後状況調査実施覚書の目的として、私たちは、日本ＮＧＯ連携無償協力事

業案件の事後状況調査の目的、また、責任主体、調査実施までの流れを明確にし、事後状

況調査の適切な実施を促すことを目的として覚書をつくりました。 

 次に、そもそもこの事後状況調査の目的は何かということで、私どもでもう一度振り返

りました。文書になったものとしては、こちらのほうでは見つけられませんで、今回、実

際にこの調査を受けたＮＧＯに聞き取りをしました。その聞き取りの中から、大使館から

はこういう説明を受けているということがここに記してある２つの目的です。これは１団

体から出てきた目的ではなくて、それぞれ別の案件でそれぞれの説明を受けています。具

体的には、事後状況調査は、実施後２～３年を経てから実施するものであり、目的の一つ

としては、事業評価という視点ではなく、日本の納税者に対する説明責任として、また、

ＯＤＡによる資金が適切に利用されたかという調査と確認が主な視点である。また、２つ

目に受けた説明としては、事業終了後の確認作業であると伺っております。 

 この覚書を作成している中で、ＮＧＯ側からは追加コメントとして、ここに囲みで書い

てありますが、そもそもこの調査の目的は、自立発展性を通して事業の適格性を確認する

ことが本来の目的なのではないでしょうかとか、また、目的の２つ目に挙げられた事業終

了後の確認作業に関しては、何を確認するか具体的な言及が必要ではないでしょうかとい

うようなコメントも寄せられました。 

 責任主体につきましては、事後状況調査の責任主体は外務省にあること。また、調査の
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実施は各国大使館が主に行っています。ＮＧＯに関しては、この調査が適切に行われるよ

うに協力するという役割になるのかと思います。 

 ２ページ目の「事後状況調査実施までの流れ」に関しましては、この事後状況調査対象

案件の決定から調査内容と訪問先、スケジュール・経費負担の決定から調査結果報告まで

６段階に分けてＮＧＯから聞き取りをいたしました。ここの右の囲みに書いてあることは、

こうあるべきではなくて、実際にこの調査を受けたＮＧＯが、こうだったらよかった、外

務省にはぜひこういうことを今後は期待するということで挙げられた項目です。 

 本日は、この覚書に関してご検討いただきたいわけですけれども、私たちとしましては、

このような調査また評価活動のようなことを行うことは、ＮＧＯとしては歓迎しますし、

やっていかなければいけないことだと思います。ただ、ぜひ、この目的また調査内容と一

連の流れなどについてぜひ明確にし、共有していただければと思います。 

 また、先ほど、効果検証プログラムのことも報告で挙げられていましたが、私たちＧＩ

Ｉの中でこの話をしている中では、私たちは全く存じあげていなかったもので、もう少し

この効果検証プログラムとあわせて、関連性を持たせてできるのではないかとも考えてお

ります。その件に関しましてご検討いただき、皆様のご意見をいただければと思います。

よろしくお願いします。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 この点について、外務省の側から何かありますか。 

○鈴鹿 それでは、ご説明申し上げます。 

 ご質問にお答えする一環として、前回の連携推進委員会でご依頼のありました、具体的

にどのようなツールを用いてこれを実施しているのかということについてです。それは皆

様のお手元にお配りした事後状況調査シートです。言うまでもなく、内容を見ていただけ

ればわかりますけれども、ＤＡＣの５項目を中心にして、私どもが事後状況調査において

特に重要と思われている点を列挙してあります。 

 それで、たくさん案件数がありますもので、大使館側の労力を、また、ご協力いただく

ＮＧＯの皆様の労力をできる限りミニマイズする観点から、記入しやすい形をとっており

ます。これがそのものであります。 

 これをご覧いただくことが、私どもの調査の目的をおのずと浮かび上がらせるわけです

けれども、一般的に申し上げれば、先ほどお配りいただいたところにも記されているよう

に、我々としては、実施後２～３年を経た段階でＮＧＯ連携無償資金協力によって実施さ

れた案件が、しかるべく効果を持続的に発揮しているかどうかということを、案件管理の

観点から調べることが目的です。 
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 調べた結果、何らかの不備が見つかったり、改善すべき点が見つかった場合には、それ

を在外から報告してもらって、必要な場合には必要な措置をとらせていただくことが目的

です。したがいまして、先ほど、効果検証プログラムとこれとの調整、コーディネーショ

ンというお話がありましたけれども、これは目的を全く異にするものでありまして、この

２つを見比べてどのように折り合いをつけるかとか、そのような話ではありません。 

 もっとも、これはなかなかはっきりと予測することはできないのですけれども、事後状

況調査の実施がＮＧＯの皆様に浸透していって、事前にかなりの事後状況の効果の発現の

程度を予測することができるという段階に至った場合には、例えばこの事後状況調査シー

トの内容を、さらにそれに合わせてモディファイするという事態は、ひょっとしたらある

かもしれません。しかしながら、基本的には、このような形で大使館の、主に草の根外部

委嘱員の皆様によって事後状況調査をしていただくということであります。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 追加して何かありますか。 

○鈴鹿 この後、いただきましたペーパーの、６項目の外務省に対する期待事項について

の回答を申し上げますが、これまでのところでもし何かありましたら、よろしくお願いい

たします。 

◎高橋（秀） 今までの点で何かありますか。 

●野田 確認させていただいてよろしいでしょうか。そうしますと、この事後状況調査と

いうのは、案件管理の観点からということでやって、評価ではないということですね。 

○鈴鹿 それは、案件管理とか評価をどのようにディファインするかにも依存する話であ

りまして、案件管理を正しく行うためには、それなりの評価的手法を用いた調査が必要で

あるという意味においてはよく似ているとも言えますし、最終的な目的が、いわゆる自己

評価とか一般的な評価ではないという点においては明確に区別されるものであります。 

●野田 よくわかりました。まず、誤解なきように申し上げておきますと、先ほどシャプ

ラニールの方もおっしゃいましたけれども、ＮＧＯとしては、別に「評価」という言葉自

体に抵抗感があるわけでも何でもなくて、評価は大事だと考えています。 

 次に、先ほどちょっと議論になった効果検証プログラムのシートとか項目等を見ると、

いただいた資料とかなり共通する部分、似ている部分があると思います。例えば、いわゆ

るＤＡＣの５項目を前提にしています。そうすると、事後状況調査と効果検証プログラム

はそれぞれ出発点や成り立ちは違うものの、結果的には、これは同じ案件に対して行うも
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のであれば、両者は調査したり検討したりする中身がほとんど同じになるのではないかと

思います。いかがお考えでしょうか。 

○鈴鹿 結果的にそうなることはあり得ると思います。 

●野田 わかりました。事後状況調査に関しては、大使館の草の根の職員の方がされると

いうことですけれども、先ほどの効果検証プログラムに関しては、ＮＧＯがやることにな

っていると思います。要するに、同じ案件に対して同じような視点、調査項目から評価を

するのであれば、それこそＮＧＯと大使館の担当の方が合同で評価し、お互いに学びあい

レッスンを得るほうが効果的・効率的であると考ます。いかがでしょうか。 

○鈴鹿 将来的には、そのようなことはあるかもしれません。しかしながら、先ほど申し

上げましたように、目的はあくまでも大使館側がＮＧＯ連携無償資金協力の実際の効果の

発動状況を、２～３年たった段階で調べて報告するというところにあって、それをもって、

何らかの手を打たなければならないときには、こちらのほうからそのＮＧＯにお願いをす

る、または、その大使館にその後のフォローアップをお願いするという形でその結果が活

用されるわけであります。したがって、あくまでも、ＮＧＯ連携無償資金協力の全体的な

実施に責任を有する外務省が、その案件管理を行う必要上行っているプロセスであると。

ただし、そのやり方、具体的な形態は、客観的なデータあるいは客観的なダイメンション

に基づく必要があるので、我々はＤＡＣ５項目を基本にしている。したがって、結果的に

形はよく似ているかもしれないということであります。 

●野田 よくわかりました。いずれにしましても、外務省さんの大変なご尽力で、ＮＧＯ

強化の５か年計画の一環としてこういう効果検証プログラムができましたし、これはＮＧ

Ｏのキャパシティビルディングに役立つのみならず、納税者、国民ないしは外務省に対す

るアカウンタビリティの向上にも寄与します。さらにいえば、日本の国際協力の効果や効

率性、透明性を高めるという点においては一致していると私は思いますので、将来的に、

より適切な形でこの事後状況調査と効果検証プログラムが運用されることが可能なのでは

ないかと、今の時点では申し上げておきます。 

 以上です。 

○鈴鹿 この事後状況調査から得た結果を具体的に我々がどのように使うのかというとこ

ろについて、ひょっとしたらご関心がおありなのかもしれない。多分、ご関心がおありな

のでしょうねと思います。 

 具体的なケースを挙げてのご説明はなかなか難しいのですけれども、平たく言えば、常
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識的にちゃんと運営していただいている限りは、私どもは何も申し上げません。この結果

をもってどうこうということはありません。 

 これまで、平成14年度案件、15年度案件というように２年間やったのですけれども、そ

の中で、詳細は申し上げませんけれども、フォローアップを要すると思われる案件が数件

ありました。その案件は、それをそのまま放置していては、ＮＧＯ連携無償資金協力の実

施意義自体が、ひょっとしたら損なわれるかもしれないという程度の話です。そこにつき

ましては、事後状況調査で問題をディテクトして、さらに、場合によってはインスペクシ

ョン・ティームも派遣してさらに詳細な調査を行い、必要がある場合には、そのフォロー

アップを大使館あるいは実施したＮＧＯにお願いするというようなことがありました。 

 もし、中身について、これは次の紙の説明の一環としてお話しする予定でしたけれども、

その内容を私どもが一律に、一般的に発表するつもりはありません。ただし、その結果に

ついてお知りになりたい場合には、個別的にご要請いただければ、その団体が行われたも

のについてのみお見せいたします。でも、その方が違う団体の事後状況調査結果を見たい

とおっしゃっても、私どもはお見せいたしません。 

●青木 目的及びフィードバックに関してはよく理解できました。ありがとうございます。 

 ただし、現場からすると、事業が終了してから２～３年経ってというところでは、事務

所がずっとあるところもありますし、ないところもありますし、人が変わっている場合も

あったりします。そういうことも踏まえまして、手順といいますか、いつぐらいにやるの

かということをこちら側も見据えておける、そしてまた、手順はどのように行うかという

ことを、ある程度、お互いの共通理解として持っておくことは何の損もないと思いますの

で、ぜひその辺は簡単な覚書という形でよろしいと思いますので、一緒につくり上げてい

くことは可能でしょうか。 

○鈴鹿 ご指摘の点は非常にごもっともなご指摘だと思います。すなわち、先ほど申し上

げましたように、目的は、我々が案件管理を行う必要上、勝手に行うものであると言って

おきながら、実は、実際に現地に赴くことになった場合には、山間部であるとか、遠隔の

地でプロジェクトが実施された場合には、どこに赴いていいかわからないというところか

ら困難に直面する場合があるわけです。そこでは、いくらおれたちが自分の仕事を自分で

やると言っても、これはＮＧＯの皆様にお願いし、ＮＧＯの皆様のご協力を仰がなければ、

事後状況調査自体が不可能になるということ。これは当初から予測すべきであったとおっ

しゃられればまさにそうかもしれませんが、やってみたわかった問題であるわけです。か

 - 39 -



つ、ご協力をいただく具体的な内容についても、地図を１枚書いていただくところから、

例えば、住民に広く裨益することを目的としたプロジェクトである場合は、その裨益して

いる人々のご意見をお伺いしなければいけない場合もあるかもしれない。こんなものは大

使館の外部委嘱員が突然行ってできることでは全くないわけでして、事前に実施段階に可

能な範囲でご協力いただいて、アンケート調査の準備をしていただく必要があることは当

然で、今から思えば、大変なご苦労といろいろなご心配をおかけしていたことが、ご指摘

をいただいて非常によくわかりました。 

 そこで、次の６項目にわたるご質問についてのお答えを申し上げます。 

 まず、「覚書」と言われてしまうと、私どもにとって、「覚書」とか「了解覚書」とい

うのは非常に特殊な意味を持つ言葉です。これは役所でもよく使うのですが。なので、言

葉の使い方から来るちょっとした違和感があったかもしれません。例えば、事後状況調査

を実施するに際して、具体的な手続きを双方が参照するためのガイドラインと言っていた

だければ、私どもにとっては非常に通りがよくなります。そのような理解を「覚書」とい

う言葉に込めて理解してよろしいものでしょうか。 

●青木 はい。当初は、私どもも「ガイドライン」という言葉を使っていたのですが、そ

うすると、かなりかっちりとしたものかなというイメージがありまして、簡単に手順など

を記録した覚書、お互いの共通理解のための覚書という程度でいいのかなと。この辺は言

葉の定義の感覚の違いだったと思いますので、構わないと思います。 

○鈴鹿 やはりここでも文化のエクスチェンジができたような感じがしますけれども、私

どもがこの「覚書」という言葉を聞くと、非常に重い言葉に思えます。ことによっては法

的拘束力を有するようなものが覚書というものにはあります。それ以外の意味もあります

けれども。 

 理解としては、よろしいわけですよね。 

●青木 はい。 

○鈴鹿 わかりました。 

 それでは、まだ具体的な文書にはなっていませんけれども、６項目にわたっていただい

たご質問について、これ一つ一つということではありませんけれども、大体、今、当方と

して考えていることを申し上げたいと思います。 

 まず、実施時期ですけれども、普通は、３月に各大使館に訓令を出します。それは、そ

の次の年度に、実施されてから２年ないし３年を経た段階のＮＧＯ連携無償資金協力案件
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について調査を行ってくださいという内容のものです。したがって、平成19年度というか、

今年度の場合も同じように訓令電を打ちまして、対象案件は平成16年度に贈与契約を結ん

だ案件になります。 

●大橋 全案件ですか。 

○鈴鹿 基本的にはすべての案件をカバーしようと努力しますが、そこは、例えば大使館

がない国で実施されているとか、そうではなくても、例えばその後の治安の悪化によって

アクセス不可能なところになってしまったとか、行きたいけれども、実際問題として大使

館の人手が十分に達しない場合には抜け落ちる場合もあります。しかし、基本的には全案

件をカバーしようと思っております。 

 お願いしたい内容ですけれども、一概にこういうことについてお願いしますというもの

を事前に申し上げることはなかなか難しくて、それはひとえに案件によります。例えば箱

ものとの場合には所在地を聞いて、地図を１枚書いてもらって行くことはあり得ます。と

ころが、先ほども申し上げましたように、ソフトポ－ションが非常に大きくて、地域住民

へのアドボカシー活動であるとか、それを通じた住民の活動となると、そもそも見るべき

対象、目視できる対象がない場合もあります。そういった場合には、これは聞き取りによ

る調査が主になりますが、その場合には事前にご協力をお願いし、現地に連絡をしていた

だいて、現地の人々にも、このころにこういう人が来ますからお願いしますと言っていた

だく必要があります。そうでないと、いきなりわけのわからない人間が来て、こいつはけ

しからんやつだと追い返されても何ですので、これはやはり事前にＮＧＯの関係者にお願

いする必要があります。 

 それから、例えばその国に常に常駐した事務所をお持ちの場合はこういうことをお願い

できますけれども、ＮＧＯの皆さんによっては、その案件を実施した当初、あるいは、そ

の後１年ぐらいは事務所を維持したけれども、もはや事務所はない、そこに全くプレゼン

スがないという場合もあります。そうした場合には、できる範囲でさせていただきます。

これはどちらかというと、大使館の物理的なリソース、能力、客観情勢によって制限され

る事項だろうと思います。 

 次に、具体的な経費負担の話です。この間、前回の連携推進委員会では、それをカバー

する予算項目がないと申し上げました。これは事実です。当初、予期もしていなかったよ

うな事態が生じましたので、予算には乗っていません。しかしながら、行政上、許されな

い費目の流用という則を侵さない範囲において、何とか既存の予算の範囲内で見れるもの

 - 41 -



は見るようにしたいと思っております。例えば、その国に常駐するＮＧＯの日本人職員あ

るいは現地職員の方に、サイトに事前に入っていただく、あるいは、動行していただくよ

うな場合には、それに見合う日当、これはひょっとしたら必ずしも満足のいくものではな

いかもしれませんけれども、日当の支給、日帰りでは無理なサイトによっては宿泊費の支

給もあわせて検討させていただきたいと思います。また、その方が通訳も兼ねる場合には、

通常、一般的な案内よりも通訳のほうが単価が少し高いのは当たり前ですので、そうした

現地の相場観を踏まえて、完璧ではないかもしれませんし、ひょっとしたら十分満足でき

る額ではないかもしれませんけれども、できる範囲で見させていただくように努力したい

と思います。 

 それから、車両について、途上国では、そういうサイトに行く場合には車両に乗って移

動するのが当然ですので、これもまた予算の範囲内でという前提がつきますけれども、独

自に使われた場合には検討させていただきます。しかしながら、支障がない範囲において、

大使館の職員が現地に赴く車両に同乗するなどの形によって、できる限り出費を抑える形

でやるということです。 

 以上が、私どもが考えた対応のコアです。 

 それに照らして、「外務省に期待すること」という項目を一つ一つ、申し上げたところ

にはまるのか、はまらないのかということをチェックしていくと、ひょっとしたら全部と

は言えないかもしれませんけれども、大体はまるということで、「外務省に期待するこ

と」の項目については、そのような形で、資金の手当も含めてできる限りアコモデートで

きるのではなかろうかと思っております。 

 以上です。 

◎高橋（秀） ありがとうございます。 

 この点に関して何かありますか。 

●青木 それでは、これからガイドラインを作成していくという方向でよろしいでしょう

か。 

○鈴鹿 これまた「ガイドライン」の理解についての若干の意見の相違といいましょうか、

思っていることの違いはあるようですけれども、いずれにしても、こういうＮＧＯの皆様

に協力をお願いすべき内容、また、そこで発生した費用についてはどのようにすべきかと

いうことについては、おっしゃるとおり、本省と在外との間で意識を統一しておかなけれ

ばいけない。そのためには、何らかの文書にするのが一番いい方法であろうということで、
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そのようなものを、ガイドラインとするのか、手引とするのか、リファレンスとするのか、

何でもいいのですが、そのようなものはつくっていきたいと思います。 

◎高橋（秀） 今の点でよろしいでしょうか。 

○鈴鹿 その内容は、お見せいたします。もちろんご覧いただけます。ただし、協働作業

で一緒につくっていくという内容のものではないと思います。 

●柚山 一つ質問です。これからそういったことで手引をつくられるということで、つく

られた手引の中に、今、ＧＩＩ／ＩＤＩのほうから出しているこの案の内容については、

その手引の中にもテキストとしてきっちり反映されていくという理解でよろしいでしょう

か。 

○石原 担当者として、せっかくいい文書をいただいていますので、これをなるべく文言

的には使って、在外公館に訓令を出すときに、具体的な言葉も含めて、この文言を使って、

こういうことでやりなさいという指示を出します。その文書については、共通の理解のた

めに、ホームページに載せるかどうかわかりませんけれども、皆さんにもお配りしたり、

在外の事務所にも必ずそれを渡すようにということでやりたいと思います。 

○鈴鹿 そのようなことですが、１点だけお断りしなければならないことがあります。こ

れは予算関係です。私どもは、必要に応じて予算をもらえる体制にはなっていません。予

算の額は決まっています。したがいまして、先ほど何度も申し上げましたけれども、あく

までも予算の範囲内でということは何にしてもついて回る話で、満足のいく額が得られな

いこともひょっとしたらあろうかと思いますが、可能な範囲で最大限の努力をいたします

ので、その点だけは事前にご理解をいただきたいと思います。 

○柚山 もう一つだけ。今、石原さんから、ＮＧＯの側からのコメントも踏まえて、それ

も含めて手引をつくられて、それを在外公館に訓令として出していく、そして、その際に

は、同じものをこちらにもいただけるというお話だったかと思います。そういったものが

一旦形として出来上がったときに、例えば訓令を出す前にＮＧＯに相談といいますか、そ

れを見て一緒に話をする機会をいただけるとか、そういったことはいただけると理解して

おいてよろしいでしょうか。 

○鈴鹿 これはなかなか難しい議論であると思います。打つ前にお出しする、ご覧いただ

くという点はあり得るかなと。見ていただいて、あまりお気に召されないところがあって、

それが我がほうにとっても、再考可能な場合には当然それに従うのは当たり前です。その

ほうがスムーズに行くわけですから。でも、例えば予算関連のこととか、結構ハードな部
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分については、お気に召さなくても致し方ない場合があります。その場合には、遺憾なが

ら応ずることはできないという事態はあり得ようかと思います。 

○石原 あと、実は、前回の連携推進委員会でそういうご意見が出たので、ちょっと気に

なって、ついでのような形で在外に、どういう形でやりましたか、ＮＧＯからクレームが

来ましたかとかいうことも聞いてみたのですが、必ずしも全部のＮＧＯからそのようなご

意見はいただいていない状況ですので、１回目はこのやり方でやってみて、さらにまだい

ろいろ不備な点があったときには、文書についてまた確認したりとかしたらいいのではな

いかと思います。 

 特定のことがもとになってこのような形で一般化する場合は、まず特定の事例がどうい

うものであるかをきちんと調査しないと議論が飛んでしまうと思いますので、今回はせっ

かくここまで働いていただいて、書くのは大変だったと思いますので、これを生かして訓

令を出して進めたいと思います。 

●柚山 繰り返しになってしまうのですけれども、訓令のほうで取り上げていただけると

いうことで、その点に関しましてはありがとうございます。 

 それで、先ほど青木さんから、お話の中でも言及していたと思いますが、外務省とＮＧ

Ｏが一緒になってつくっていきたいとお話しました。これは、７月の第１回の連携推進委

員会でも石井から話をしたと思いますし、今日も青木さんから話をしましたが、決して、

チェックをしたい云々というよりも、むしろ、最終的に在外公館に出されるそういったも

のを、一緒にやっていきたいという、そういうニュアンスととらえていただければと思い

ます。予算のところをチェックするために見るとかいうのではなく。 

 そういったこともあって、ぜひ、一旦形として出来上がったときに、一度こちらで、連

携推進委員会という枠組みが一番適切なのでしょうか、シェアしていただきたい、そうい

った意味合いです。 

○鈴鹿 ＮＧＯの皆様の関心の方向性については、私どもも十分理解しております。 

○寒川 要するに、ＮＧＯの方々の意見を全く踏まえないという意味ではなく、先ほど鈴

鹿首席から申し上げましたように、経費の部分については、今言ったものが最大限で、そ

れ以上のものは出せません。その点については、室内でいろいろ協議しながら、どの点は

出せるのか、出せないのかを踏まえてやったものですから、それ以上の経費を要求されて

も、これはできません。従って、その範囲内で、我々としてはできるだけ協力しましょう

という趣旨です。 
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 出す前に見せてくれて言われて、見せるのは構わないのですが、この経費も入れてくれ、

あの経費も入れてくれと言われても、それはできません。今、言ったことが最大限の経費

です。 

●青木 まず、先ほど石原さんから「クレーム」という言葉が出たのですけれども、私た

ちはクレームを申し上げているのではなくて、あくまでも円滑に進めるためにはどうした

らいいかということで、もう少し手順を明らかにしておくとか、その間でどのようにＮＧ

Ｏが一緒に絡んでいったらもっと円滑になるのかという視点からのご提案ですので、多分、

現場のほうからもクレームは上がっていないと思います。 

 それと、経費の話に集中してしまっているのですが、実は、手順というのは、この訓令

が３月に出されてから、一方的に何月何日に行きますとかではなくて、例えば何か月間の

期間を持って準備をするとか、事前聞き取り調査などに関してもある程度の時間をいただ

かないと、その団体、また、現場の年次計画があってそれに則って活動しているわけです

から、そういうタイムフレーム的な意味も含めての手順ということを、もう少し事前に共

通理解できているといいなということも含めてですので、よろしくお願いします。 

○寒川 それは、先ほども申し上げましたように、ＮＧＯからの要望も踏まえてというこ

との意味に入ると我々としては理解しております。 

◎高橋（秀） 今の点でほかにありませんか。よろしいでしょうか。 

 それでは、今、相互にいろいろと確認させていただいた点で了解だと思っております。 

 最後になりましたが、閉会の挨拶を野田さんからお願いします。 

●野田 ご紹介ありがとうございます。今日は長時間にわたって、大変有意義なご議論を

ありがとうございました。もう時間もだいぶ過ぎておりますし、私が何か話すと蛇足にな

ってしまうので、一言だけ申し上げます。 

 この委員会とは直接関係ないのですが、私、先日、スリランカに行く機会がありました。

スリランカというとコロンボプランの地ということでＯＤＡには非常にご縁が深いですし、

特に我が国はサンフランシスコ条約のときにスリランカには大変お世話になりました。ま

た、今回の訪問では大使館に大変お世話になりました。この場を借りてお礼を申し上げま

す。ありがとうございました。 

 大使館で意見交換をさせていただいたときに、一つ面白いお話を聞きましたが、今日の

議論とも関連していると思いましたので、お礼の意味も込めて皆さんにもシェアしたいと

思います。 
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 ご存知のとおりスリランカは現在和平を巡って大変な状況にあります。が、その中で日本

がどういうスタンスをとって国際協力をされているか、他ドナーと比べたときのスタンスの

違いは何かについての議論になったときに、非常に面白いことをおっしゃっていました。こ

れはある方がおっしゃっていたのですが、日本のスタンスは、「観音アプローチ」であると。

一つは、観音様というのは「音を観る」と書きますけれども、日本は現地のカウンターパー

トや特に弱い人々の声を一生懸命に聞く努力を日本はしてきたのでありそれが非常に評価さ

れているということです。もう一つは、長期的かつ寛容の精神で支援を行い、短期的に、例

えばちょっと当該国政府ないしはカウンターパートがまずいことがあったからといって援助

を打ち切るのではなくて、持続的に取り組んでいくと。こうした姿勢がスリランカ国におい

て日本がトップドナーとしてプレゼンスを発揮する上で高く評価されている理由だとおっし

ゃっていましたし、私も、スリランカの訪問を通じて、そのとおりだと共感しました。 

 そこで思うことは、まさに冒頭に大使が最初におっしゃいましたように、大変悲しいこ

とではあるのですけれども、グローバリゼーションが進み、世界経済が流動化する中で、

日本を含めて世界全体が必ずしも人々とくに弱者の声を聞に耳を傾けない、人間に対して

やさしくない世の中になってきていると思います。こうした中で、地球社会の抱える諸課

題に、寛容の精神長期的に取り組むことも大変なことではありますが、その意義は益々大

きくなっているのではないかと思います。来年、わが国では、Ｇ８およびTICADという世

界に向けて日本のメッセージを発する場を持つことになります。そこで先ほどご紹介した

スリランカにおける日本の国際協力のスタンス、つまり人間の安全保障の観点に立って、

人々とくに弱者の声を聞き、寛容の精神で取り組む、人間にやさしい地球社会を国際協力

をつうじてつくっていくのだということを、ぜひメッセージとして発信していければいい

と思いますし、それはＮＧＯとしても大事なことであり、ぜひ協働して取り組んでいきた

いと考えております。 

 こうした、人間に優しい地球社会をつくっていく上で、NGOと外務省は長期的視点に立

ち、かつ寛容の精神でと連携して国際協力を進めて行きくことが大切ではないかと考えて

います。確かに、今日の議論の中でありましたとおり、お互いに「これはいいことだ」と

思っていても、すぐには形にならないこともあるかもしれない。でも、大使が10年間、外

務省とNGOの連携を見ていらして、かつては難しいと思われていたことも随分とできたこ

ともあるとおっしゃっていました。この大使のご経験とご知見は大変重いものがあります。

大使には、次の５年、10年もぜひがんばっていただきたいと思いますし、私どもＮＧＯと

しても、外務省さんといっしょに、長期的な視点で寛容の精神を持って人にやさしい地球

社会をつくための国際協力のアプローチ、つまり日本的アジア的なアプローチを世界に広

めていければと思っております。 

 今日は本当にありがとうございました。 

◎高橋（秀） どうもありがとうございました。 
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 すみません、予定より50分ほど超過しましたが、今日は、皆様方のご協力で大変実りあ

る議論ができたと思っております。 

 次回の連携推進委員会に関しましては、また事務局との間で調整いたします。 

 本日はこれで終了させていただきます。どうもありがとうございました。 

                午後５時50分閉会 
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